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「こども」表記について 

 

子ども・子育て支援法では、「子ども」を「18歳に達する日以後の最初の３月 31 日まで

の間にある者」と定義していますが、こども基本法では、すべてのこどもについて、その

健やかな成長が図られる権利を等しく保証すること等の基本理念を踏まえ、その期間を一

定の年齢で分けることのないよう、「こども」と表記し「心身の発達の過程にある者」と定

義しています。 

本計画では、こども基本法の基本理念を踏まえ、法令に根拠がある語、固有名詞、その

ほか「こども」表記以外の語を用いる必要がある場合を除き、「こども」表記を使用してい

ます。 
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第１章 計画の策定にあたって 
 

第１節 計画策定の背景 

 

国は、依然続く少子化の進行や待機児童の問題、多様化する子育てに関する諸問題に対応す

るため、令和３年12月に「こども政策の新たな推進体制に関する基本方針」を閣議決定し、常

にこどもの最善の利益を第一に考え、こどもに関する取り組み・政策を我が国社会の真ん中に

据えて（こどもまんなか社会）、こどもの視点で、こどもを取り巻くあらゆる環境を視野に入

れ、こどもの権利を保障し、こどもを誰一人取り残さず、健やかな成長を社会全体で後押しす

るための新たな司令塔として、令和５年４月に『こども家庭庁』を創設しました。 

さらに令和５年１月に「異次元の少子化対策」として児童手当など経済的支援の強化、学童

保育や病児保育、産後ケアなどの支援拡充、働き方改革の推進などが掲げられ、こどもや子育

て家庭を取り巻く環境は日々目まぐるしく変化しています。 

一方、核家族化の進行や、人や地域のつながりの希薄化、働きながら子育てする保護者の増

加などにより、子育てに不安や負担、孤立を感じる家庭も少なくありません。 

このような状況を踏まえ、幼児教育・保育の無償化、働き方改革など、子育てや暮らしのあ

り方が多様化していく中で、保護者がどのように子育てしたいか、働きたいか、暮らしたいか、

といった当事者の視点に立った子育て支援が求められています。 

本市では子ども・子育て関連３法※に基づき、「市町村子ども・子育て支援事業計画」と、次

世代育成支援対策推進法に基づく「市町村行動計画」を、「第２期大田原市子ども・子育て支援

事業計画（計画期間：令和２年度～令和６年度）」として一体的に策定しました。 

「第２期大田原市子ども・子育て支援事業計画」では、こどもの成長にしっかりと向き合い

ながら、質の高い教育・保育や子育て支援の安定的な提供等を的確に位置づけ、こどもの健や

かな成長が保障されるよう、様々な施策を計画的・総合的に推進してきましたが、令和６年度

で計画の期間が終了することを受け、これまで展開してきた施策・事業の評価を行うとともに、

本市におけるこどもや子育て家庭を取り巻く現状や課題等を踏まえ、地域の協力のもと、子育

て支援の各事業を計画的に推進していくため、新たに、令和７年度から令和11年度の５か年を

計画期間とする「第３期大田原市子ども・子育て支援事業計画」を策定します。 

 

 

  ※子ども・子育て関連３法：平成 24 年８月 10 日に参議院で可決・成立した、幼児教育・保育、地域の子ども・子育

て支援を総合的に推進するための３つの法令「子ども・子育て支援法」、「認定こども園

法の一部改正」、「子ども・子育て支援法及び認定こども園法の一部改正法の施行に伴う

関係法律の整備等に関する法律」をいいます。 
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大田原市総合計画「おおたわら国造りプラン」 

第２節 計画の位置づけと期間 

 

１ 計画の位置づけ 

本計画は、子ども・子育て支援法第61条第１項の規定に基づく「市町村子ども・子育て支

援事業計画」と、次世代育成支援対策推進法第８条第１項の規定に基づいて定める「市町村

行動計画」の内容を包含し、本市のすべてのこどもと子育て家庭を対象とした、こども・子

育て施策を総合的、一体的に進めるための計画として位置づけるものです。 

 

■子ども・子育て支援事業計画と次世代育成支援行動計画の根拠法及び位置づけ 

 子ども・子育て支援事業計画 次世代育成支援行動計画 

根拠法 子ども・子育て支援法 次世代育成支援対策推進法 

位置づけ 

幼児期の教育・保育及び地域子ども・子育

て支援事業の提供体制の確保そのほか、子

ども・子育て支援法に基づく業務の円滑な

実施に関する計画 

次代の社会を担うこどもが健やかに生ま

れ、かつ、育成される社会の形成に資する

ことを目的とし、次世代育成支援対策を迅

速かつ重点的に推進するための計画 

 

本計画は、本市の最上位計画である「おおたわら国造りプラン」をはじめ、こども・子育

て施策に関係する本市の各分野の計画や条例と連携して整合を図っていきます。 

また、計画の推進にあたっては、各計画との連携を十分に考慮し、新たな課題や環境の変

化にも対応できるよう、柔軟に施策を展開します。 
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２ 計画の期間 

本計画の期間は、令和７年度から令和11年度までの５年間とします。また、社会・経済情

勢の変化や、本市のこどもと家庭を取り巻く状況、保育ニーズの変化など、様々な状況の変

化に対応するため、本市においては必要に応じて適宜計画の見直しを行うこととします。 

 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10年度 

令和 

11年度 

          

          

 

 

第３節 計画の策定体制 

 

本計画は、子ども・子育て支援法第 72 条第１項に規定する大田原市子ども・子育て会議によ

る審議、保護者などへのニーズ調査により、こども・子育てに関する状況を把握する機会を設

けて策定しました。 

 

１ 大田原市子ども・子育て会議 

子ども・子育て支援法第72条第１項に基づく機関で、保護者、有識者、子ども・子育て支

援事業者など25名以内で構成しています。 

 

２ 子ども・子育て支援事業計画策定に関するニーズ調査 

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の各施設・サービスについて、保護者の利用

希望を把握するほか、より幅広いニーズを把握するため、就学前児童保護者・小学生児童保

護者・妊産婦を対象に調査を実施した結果を計画に反映しました。 

 

３ パブリックコメントによる意見公募 

本計画に対する市民の意見を広く聴取するために、令和６年12月25日から令和７年１月14

日の期間で公共施設及びホームページにおいて計画案を公表し、寄せられた意見を考慮して

最終的な計画案の取りまとめを行いました。 

 

第２期大田原市 

子ども・子育て支援事業計画 

見直し 見直し 

第３期大田原市 

子ども・子育て支援事業計画 

中間 
見直し 

適宜見直し 
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第２章 大田原市のこどもと家庭の現状 
 

第１節 人口及び世帯数の状況 

 

１ 人口の推移 

本市の総人口は、減少傾向で推移し、令和６年で68,440人と、平成31年の71,133人と比べ

て2,693人の減少となっています。 

年齢３区分別人口の推移をみると、高齢者人口（65歳以上）は増加傾向で推移している一

方で、生産年齢人口（15～64歳）及び年少人口（０～14歳）は減少傾向で推移しています。

令和６年の年少人口は7,461人と、平成31年の8,633人と比べて1,172人の減少となっていま

す。 

年齢３区分別人口の割合をみると、令和６年で年少人口が10.9％、生産年齢人口が57.3％、

高齢者人口が31.8％となっています。 

 

年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢３区分別人口構成比の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日時点）  

8,633 8,457 8,234 8,028 7,757 7,461 

42,015 41,416 40,977 40,437 39,899 39,234 

20,485 20,833 21,166 21,400 21,505 21,745 

71,133 70,706 70,377 69,865 69,161 68,440 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

（人）

年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 高齢者人口（65歳以上）

12.1 12.0 11.7 11.5 11.2 10.9

59.1 58.6 58.2 57.9 57.7 57.3

28.8 29.5 30.1 30.6 31.1 31.8

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 高齢者人口（65歳以上）
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２ 自然動態の推移 

自然動態（出生・死亡による人口動態）は、マイナスでの推移が続いており、令和５年度

は585人のマイナスとなっています。 

 

出生数及び死亡数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日時点） 

 

 

３ 社会動態の推移 

社会動態（転入・転出による人口動態）は、令和２年度はプラスでしたが、以降はマイナ

スで推移しており、令和５年度は110人のマイナスとなっています。 

 

転入者数及び転出者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日時点） 

 

  

454 454 426 398 369 330

-833 -842 -874 -876 -915 -915

-379 -388
-448 -478 -546 -585
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平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

（人）

出生 死亡 自然増減

2,296 2,294 2,260 2,325 2,323 2,180 

-2,323 -2,308 -2,124 
-2,338 -2,410 -2,290 

-27 -14 136 -13 -87 -110

-3,000
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-1,000
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1,000

2,000

3,000
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４ 世帯数の状況 

本市の世帯数は、増加が続いており、令和６年で29,995世帯と、平成31年の28,543世帯と

比べて1,452世帯の増加となっています。 

１世帯あたりの人員は、世帯数の増加に伴い減少で推移し、令和６年は１世帯あたり2.28

人となっています。 

 

世帯数と１世帯あたり人員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日時点） 

 

国勢調査による本市の世帯の状況を家族類型別でみると、核家族世帯と単独世帯が増加傾

向となっています。また、18歳未満の親族がいる母子世帯については、令和２年で世帯数は

265世帯、親族世帯数に占める割合は1.4％となっています。 

 

家族類型別の世帯数及び世帯割合の推移 

単位：世帯 

区分 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 

一般世帯数 26,438 28,010 28,685 29,733 

 親族世帯数 18,693 18,837 18,798 18,673 

 

 

核家族世帯 

親族世帯数に占める割合 

12,502 

66.9％ 

13,270 

70.4％ 

13,997 

74.5％ 

14,744 

79.0％ 

その他の親族世帯 

親族世帯数に占める割合 

6,191 

33.1％ 

5,567 

29.6％ 

4,801 

25.5％ 

3,929 

21.0％ 

非親族世帯 102 291 249 252 

単独世帯 7,643 8,769 9,616 10,740 

母子世帯数 

親族世帯数に占める割合 

347 

1.9％ 

379 

2.0％ 

355 

1.9％ 

304 

1.6％ 

 
18歳未満の親族がいる母子世帯 

親族世帯数に占める割合 

326 

1.7％ 

353 

1.9％ 

325 

1.7％ 

265 

1.4％ 

父子世帯数 

親族世帯数に占める割合 

47 

0.3％ 

45 

0.2％ 

45 

0.2％ 

38 

0.2％ 

 
18歳未満の親族がいる父子世帯 

親族世帯数に占める割合 

38 

0.2％ 

39 

0.2％ 

32 

0.2％ 

29 

0.2％ 

資料：国勢調査（平成 22 年、27 年については、一般世帯数合計に誤差あり）  

28,543 28,915 29,332 29,608 29,786 29,995 

2.49 2.45 2.40 2.36 2.32 2.28 

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

（人/世帯）(世帯)

世帯総数 １世帯あたりの人員
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第２節 婚姻及び出産等の状況 

 

１ 婚姻・離婚件数の推移 

本市の婚姻件数は、増減はありますが減少傾向にあり、令和４年で220件と平成29年の

327件と比べて107件の減少となっています。 

離婚件数は、おおむね横ばいで推移し、令和４年で92件となっています。 

 

婚姻・離婚件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：栃木県保健統計年報 

 

２ 婚姻率・離婚率の推移 

本市の婚姻率は、栃木県を下回る数値で推移し、令和４年は3.1‰（パーミル：人口千人

に対する割合）となっています。 

離婚率は、平成30年を除いて栃木県を下回る数値で推移し、令和４年は1.29‰となって

います 

 

婚姻・離婚件数の推移（県との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：栃木県保健統計年報 
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4.4

3.8 4.0
3.6

3.1 3.1

1.64 1.63 1.65
1.17 1.14 1.29

4.6
4.3 4.5

3.9 3.8 3.8

1.67 1.61 1.67 1.61
1.49 1.43

0

1

2

3

4

5

6

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

(‰)

市婚姻率 市離婚率 県婚姻率 県離婚率
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３ 未婚率の推移 

本市の男性の未婚率を、平成17年と令和２年で比べると、20～24歳と30～34歳の増減は、

わずかな差となっていますが、25～29歳では2.4ポイントの減少、35～39歳では3.1ポイン

トの増加となっています。 

本市の女性の未婚率を、平成17年と令和２年で比べると、すべての年齢階級で増加して

おり、20～24歳で2.7ポイント、25～29歳で4.9ポイント、30～34歳で7.2ポイント、35～39

歳で9.0ポイントの増加となっています。 

 

５歳階級別の未婚率の推移（男性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５歳階級別の未婚率の推移（女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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58.3 57.0

26.2
29.9

33.2 33.4

12.8 17.6 20.5 21.8

0

20
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100

平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

(％)

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳
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４ 出生率の推移 

本市の出生率は、全国や栃木県の出生率を下回っています。令和４年の出生率は5.1‰で

平成29年と比べて2.1ポイントの減少となっています。 

 

出生率の推移（全国・県との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：栃木県保健統計年報 

 

５ 児童数の推移 

本市の11歳以下の児童数は、令和６年で5,703人と、平成31年の6,772人と比べて1,069人

の減少となっています。このうち、０～５歳の就学前児童数は2,406人、６～11歳の小学生

児童数は、3,297人となっています。 

 

児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日時点）  
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582 576 583 555 593 535

620 581 573 582 551
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572
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6,772 6,583 6,381 
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5,927 
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2,000
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8,000
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第３節 人口推計 

 

１ 人口推計 

本市の人口推計をみると、令和８年の総人口は67,164人で、年少人口（０～14歳）が7,000

人を切りその後も減少が予測されます。 

年齢３区分別人口の構成比をみると、年少人口及び生産年齢人口（15～64歳）は減少が続

き、令和11年には高齢化率が33.3％になると予測されます。 

 

年齢３区分別人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢３区分別人口推計（構成比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳データをもとにコーホート変化率法により推計 

（各年４月１日時点） 

  

→推計値 

→推計値 

8,633 8,457 8,234 8,028 7,757 7,461 7,215 6,985 6,767 6,532 6,338 

42,015 41,416 40,977 40,437 39,899 39,234 38,742 38,282 37,902 37,520 37,154 

20,485 20,833 21,166 21,400 21,505 21,745 21,853 21,897 21,851 21,803 21,713 

71,133 70,706 70,377 69,865 69,161 68,440 67,810 67,164 66,520 65,855 65,205 

0

20,000
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80,000

平成31年令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年令和10年令和11年

（人）

年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 高齢者人口（65歳以上）

12.1 12.0 11.7 11.5 11.2 10.9 10.6 10.4 10.2 9.9 9.7

59.1 58.6 58.2 57.9 57.7 57.3 57.1 57.0 57.0 57.0 57.0

28.8 29.5 30.1 30.6 31.1 31.8 32.2 32.6 32.8 33.1 33.3

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成31年令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和10年令和11年

年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 高齢者人口（65歳以上）
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２ 児童数の推計 

本市における11歳までの児童数の推計は、令和11年には4,719人となることが予測され、令

和６年と比較して約1,000人の児童が減少すると予測されます。 

 

年齢別児童数の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画対象年齢別児童数の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳データをもとにコーホート変化率法により推計 

（各年４月１日時点） 

 

 

  

→推計値 

→推計値 

442 438 411 386 361 329 353 347 341 339 345

513 448 456 412 391 372 336 360 354 348 346

499 525 452 448 406 395 372 336 360 354 348

552 499 529 448 455 412 397 374 337 362 356

567 545 500 528 441 452 411 396 373 337 361

552 571 539 507 530 446 454 412 397 374 338

583 555 584 540 502 531 448 455 413 398 375

581 585 557 592
538 509 535 450 458 416 401

582 576 583 555
593

535 507 533 449 456 414

620 581 573 582
551

585 533 506 531 447 455

642 618 582 574
587

549 586 535 506 532 448

639 642 615
584
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588 549
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6,772 6,583 6,381 
6,156 

5,927 
5,703 
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０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 ６歳

７歳 ８歳 ９歳 10歳 11歳

442 438 411 386 361 329 353 347 341 339 345 

513 448 456 412 391 372 336 360 354 348 346 

499 525 452 448 406 395 372 336 360 354 348 

1,671 1,615 1,568 1,483 1,426 1,310 1,262 1,182 1,107 1,073 1,055 

1,746 1,716 1,724 1,687 1,633 
1,575 1,490 1,438 1,320 1,270 1,190 

1,901 1,841 1,770 
1,740 

1,710 
1,722 1,668 1,627 

1,571 1,486 1,435 

6,772 6,583 6,381 
6,156 

5,927 
5,703 

5,481 5,290 
5,053 4,870 4,719 

0

2,000

4,000

6,000

8,000
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第２章 大田原市のこどもと家庭の現状 

12 

第４節 就業の状況 

 

１ 就業者数・就業率の推移 

本市の就業者数の推移は、男性は減少が続いていますが、女性は令和２年で微増となっ

ています。就業率の推移は、令和２年では男女ともに増加しています。 

女性の年齢別の就業率をみると、出産・子育て期を迎える人が多くなる30歳代前半で一

時的に減少し、30歳代後半で再び増加する、いわゆる「Ｍ字カーブ」は、平成27年には改

善がみられたものの、令和２年は再びカーブが大きくなっています。 

また、令和２年の本市の女性の就業率をみると、30歳以降は全国と栃木県を上回ってい

ます。 

 

就業者数・就業率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性の年齢別就業率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査  
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女性の年齢別就業率 全国・県との比較（令和２年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

男性の年齢別就業率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

男性の年齢別就業率 全国・県との比較（令和２年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査  
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第５節 こどもの福祉と教育の現況 

 

１ 認可保育所入所児童数の推移 

本市における認可保育所数は令和６年４月現在、11 か所となっています。また、市内の認可

保育所入所児童数は、令和６年４月現在で 869 人、市外の認可保育所入所児童数を合わせると

896 人となっています。認可保育所入所児童数の推移をみると、減少が続いています。 

 

認可保育所入所児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：保育課（各年４月１日現在） 

 

認可保育所入所児童の状況 

単位：人 

区分 施設名 定員 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計 入所率 

公立 

しんとみ保育園 250 3 13 16 16 21 27 96 38.4％ 

すさぎ保育園 20 0 0 0 0 0 4 4 20.0％ 

小計 270 3 13 16 16 21 31 100 37.0％ 

私立 

保育園チャイルド 90 3 15 17 16 18 18 87 96.7％ 

おおたわら保育園 100 0 12 18 20 19 17 86 86.0％ 

保育園ベビーエンゼル 50 4 10 10 9 9 9 51 102.0％ 

みはら保育園 120 4 20 24 23 24 23 118 98.3％ 

かねだ保育園 120 4 18 24 22 23 25 116 96.7％ 

ひかり のざき保育園 110 2 12 20 19 18 19 90 81.8％ 

ひかり保育園 40 3 16 17 0 0 0 36 90.0％ 

くろばね保育園 120 3 14 21 15 24 24 101 84.2％ 

ゆづかみ保育園 100 0 13 16 16 20 19 84 84.0％ 

小計 850 23 130 167 140 155 154 769 90.5％ 

市内合計 1,120 26 143 183 156 176 185 869 77.6％ 

市外保育所  1 4 4 5 3 10 27  

合計  27 147 187 161 179 195 896  

資料：保育課（令和６年４月１日現在）  

50 49 28 39 33 27 

179 182 165 148 152 147 

232 229 
218 202 182 187 

224 214 
208 193 178 161 
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1,050 
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０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳
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２ 地域型保育事業所入所児童数の推移 

本市における地域型保育事業所数は令和６年４月現在、６か所となっています。また、市内

の地域型保育事業所入所児童数は、令和６年４月現在で 67 人、市外の地域型保育事業所入所

児童数を合わせると 71人となっています。 

 

地域型保育事業所入所児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：保育課（各年４月１日現在） 

地域型保育事業所入所児童の状況 

単位：人 

区分 施設名 定員 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計 入所率 

私立 

あさか保育園 19 2 10 0 0 0 0 12 63.2％ 

ひかり うすば保育園 12 1 6 0 0 0 0 7 58.3％ 

大田原ベリーズ保育園 19 3 8 2 0 0 0 13 68.4％ 

ポッポどおり保育園 19 2 6 4 0 0 0 12 63.2％ 

保育所みらい 19 0 7 7 0 0 0 14 73.7％ 

にじいろ保育園 12 1 4 4 0 0 0 9 75.0％ 

市内合計 100 9 41 17 0 0 0 67 67.0％ 

市外施設  0 3 1 0 0 0 4  

合計  9 44 18 0 0 0 71  

資料：保育課（令和６年４月１日現在） 

３ 幼稚園就園児童数の推移 

本市に所在するすべての幼稚園は、令和３年までに認定こども園へ移行しました。 

 

幼稚園就園児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

資料：保育課（各年４月１日現在） 
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４ 認定こども園入園児童数の推移 

本市における認定こども園数は令和６年５月現在、７か所となっています。また、市内の認

定こども園入園児童数は、令和６年５月現在で 851 人、市外の認定こども園入園児童数を合わ

せると 936 人となっています。入園児童数の推移をみると、令和４年以降は減少が続いていま

す。 

 

認定こども園入園児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：保育課（各年５月１日現在） 

 

認定こども園入園児童の状況 

単位：人 

区分 施設名 定員 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計 入所率 

私立 

認定こども園黒羽幼稚園 145 2 13 23 32 18 31 119 82.1％ 

野崎幼稚園認定こども園 160 1 11 16 33 41 29 131 81.9％ 

国際医療福祉大学金丸こども園 70 1 12 12 15 15 13 68 97.1％ 

認定こども園なでしこ幼稚園 180 3 13 15 29 31 34 125 69.4％ 

聖家幼稚園認定こども園 65 0 0 1 14 21 14 50 76.9％ 

認定こども園ひかり幼稚園 195 0 4 3 48 67 49 171 87.7％ 

認定こども園ふたば幼稚園 225 4 15 20 52 53 43 187 83.1％ 

市内合計 1,040 11 68 90 223 246 213 851 81.8％ 

市外 

那須塩原市  1 0 1 16 20 28 66  

矢板市  0 1 3 1 5 3 13  

さくら市  0 0 0 1 0 1 2  

那須烏山市  0 0 1 0 0 0 1  

下野市  0 0 0 0 1 0 1  

那珂川町  0 0 1 0 0 1 2  

市外合計  1 1 6 18 26 33 85  

合計  12 69 96 241 272 246 936  

資料：保育課（令和６年５月１日現在）  

10 11 11 10 15 12 47 50 64 65 68 69 
67 71 77 83 89 96 
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５ 小学生児童数の推移 

本市における小学校数は令和６年４月現在、18 校となっています。また、本市の小学生児童

数の推移をみると、平成 31 年以降、減少が続いており、令和６年には 3,255 人となっていま

す。 

 

小学生児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：学校教育課（各年４月） 

 

６ 放課後児童クラブ登録児童数の推移 

本市における放課後児童クラブ数は令和６年５月現在、公設民営 13か所、民設民営 15 か所

の合計 28か所となっており、令和元年５月時点より２か所増えています。また、本市の放課後

児童クラブ登録児童数の推移をみると、増加が続いており、令和６年５月現在で 1,590 人とな

っています。 

放課後児童クラブ登録児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：保育課（各年５月１日現在）  

583 550 582 526 497 515 

580 582 549 584 526 506 

573 574 579 552 587 525 

613 575 570 581 549 581 

633 613 578 567 582 550 

634 632 610 583 570 578 
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放課後児童クラブ利用状況 

単位：人 

区分 施設名 定員 1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6年生 合計 利用率 

公設 

大田原学童保育館（大手） 40 37 0 0 0 0 0 37 92.5％ 

大田原学童保育館（旧管理棟） 120 0 46 36 36 25 12 155 129.2％ 

美原学童保育館 105 17 19 24 30 21 9 120 114.3％ 

わくわく学童保育館 24 4 7 6 5 2 4 28 116.7％ 

紫塚学童保育館 80 13 17 11 12 5 7 65 81.3％ 

市野沢学童保育館 40 12 5 12 9 2 6 46 115.0％ 

市野沢第二学童保育館 40 8 4 8 11 1 1 33 82.5％ 

奥沢学童保育館 30 7 1 7 4 3 5 27 90.0％ 

金丸学童保育館 20 7 1 3 4 3 0 18 90.0％ 

羽田学童保育館 20 1 4 1 3 4 3 16 80.0％ 

うすばアットホーム 45 11 8 7 8 12 7 53 117.8％ 

薄葉第二学童保育館 30 9 5 8 7 1 1 31 103.3％ 

湯津上学童保育館 70 14 13 17 10 13 10 77 110.0％ 

公設民営小計 664 140 130 140 139 92 65 706 106.3％ 

民設 

レオ子どもクラブ大田原 40 10 6 6 7 1 11 41 102.5％ 

レオ子どもクラブ 60 13 11 14 12 17 10 77 128.3％ 

みつばちクラブ 40 8 11 8 7 6 7 47 117.5％ 

放課後児童クラブValo 30 5 10 12 6 4 6 43 143.3％ 

学童保育スマイリア大田原教室 80 17 16 20 15 18 4 90 112.5％ 

親園小学校学童保育館 40 16 13 15 6 2 1 53 132.5％ 

宇田川学童保育館 50 3 2 5 1 3 2 16 32.0％ 

かねだ学童クラブ 60 6 9 16 10 7 8 56 93.3％ 

石上学童保育館 35 16 12 9 0 0 0 37 105.7％ 

学童保育館あすなろ 40 1 2 3 5 6 4 21 52.5％ 

ひまわり学童クラブ 90 32 30 30 25 10 10 137 152.2％ 

ふたば学童 40 23 11 14 17 2 3 70 175.0％ 

第５せいわクラブ 40 10 7 10 7 1 1 36 90.0％ 

えんがお児童クラブ 35 9 12 2 1 0 0 24 68.6％ 

ミープル児童クラブ 40 10 8 3 2 0 0 23 57.5％ 

民設民営小計 720 179 160 167 121 77 67 771 107.1％ 

合計 1,384 319 290 307 260 169 132 1,477 106.7％ 

資料：保育課（令和６年５月１日現在）  
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７ 中学生生徒数の推移 

本市における中学校数は、令和６年５月現在、８校となっています。また、本市の中学生生

徒数の推移をみると、令和５年まではほぼ横ばいで推移していましたが、以降は減少しており、

令和６年５月現在で 1,694 人となっています。 

 

中学生生徒数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：学校教育課（各年５月） 
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第６節 ニーズ調査結果の概要 

 

１ ニーズ調査の実施概要 

（１） 調査の目的 

「第３期大田原市子ども・子育て支援事業計画」策定のための基礎資料とすること、

また、市民の子育て環境、教育・保育の利用状況及び利用希望、子育て支援に関する意

見などを把握することを目的にニーズ調査を実施しました。 

 

（２） 調査対象者 

調査区分 調査対象者数 調査対象 

就学前児童保護者 2,000人 市内在住の就学前の児童から無作為抽出 

小学生児童保護者 2,300人 市内在住の小学生から無作為抽出 

妊産婦 206人 市内在住の母子健康手帳交付者から無作為抽出 

 

（３） 実施概要 

〇調査地域：大田原市全域 

〇調査形式：アンケート調査 

〇調査票配付方法：郵送配付 

〇調査票回収方法：郵送又は WEB による回答 

〇調査期間：令和６年４月26日～令和６年５月14日 

 

（４） 回収結果 

 配付数 
有効回収数 

有効回収率 
郵送 WEB 合計 

就学前児童保護者 2,000票 570票 307票 877票 43.9％ 

小学生児童保護者 2,300票 670票 323票 993票 43.2％ 

妊産婦 206票 73票 40票 113票 54.9％ 

合計 4,506票 1,313票 670票 1,983票 44.0％ 

 

 百分率（パーセント）による集計では、回答者数（該当設問においては該当者数）を 100％

として算出し、小数点以下第２位を四捨五入し、小数点以下第１位までを表記します。そのた

め、割合の合計が 100％にならない場合があります。 

また、以降の調査結果の概要内での表記は、就学前児童保護者票を「就学前児童」、小学生児

童保護者票「小学生」とします。 
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２ 調査結果の概要 

（１） こどもを預かってもらえる人の有無 

こどもを預かってもらえる人の有無は、就学前児童、小学生ともに、「緊急時もしくは

用事の際には祖父母等の親族に預かってもらえる」が最も多くなっています。また、「い

ずれもいない」はともに約１割となっていますが、小学生の方が2.3ポイント上回ってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 一時的にこどもを預かってくれる人の有無 

一時的にこどもを預かってくれる人の有無について、妊産婦では「いる」が７割以上

を占めています。 
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（３） 気軽に相談できる人の有無 

相談相手の有無については、就学前児童、小学生ともに「いる」が多くを占める一方

で、少数ではあるものの「いない」という人は、小学生の方が4.6ポイント上回っていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 母親の就労状況 

母親の就労状況について、育児休業・介護休業中に関わらず、フルタイムやパート・

アルバイト等で『就労している』と回答した割合の合計を前回調査と比較すると、就学

前児童で8.2ポイント、小学生で1.6ポイント増加しており、就学前児童、小学生ともに

就労している母親が増加しています。 
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（５） 就労していない母親の今後の就労意向 

就労していない母親の今後の就労意向については、就学前児童では、就労したい意向

を持っている割合が７割以上、小学生では６割以上となっており、就学前児童の方が多

くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６） 妊産婦の今後の就労意向 

妊産婦の今後の就労意向については、就労したい意向を持っている割合は９割以上を

占め、前回調査よりも割合が高くなっています。 
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（７） 育児休業の取得状況 

育児休業の取得状況について、母親では「育児休業を取得した」と回答した割合は就

学前児童で56.8％、小学生で41.8％となっており、就学前児童の方が多くなっています。

父親では「育児休業を取得した」は就学前児童で16.0％、小学生では2.8％と、低い水準

ではあるものの就学前児童の方が多く、育児休業を取得する父親が増えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８） 妊産婦と配偶者（パートナー）の育児休業の取得予定 

妊産婦と配偶者（パートナー）の育児休業の取得予定について、妊産婦は「取得する」

と回答した割合がほとんどを占めていますが、配偶者では「取得する予定である」は約

４割となっています。 
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（９） 育児休業を取得していない理由 

育児休業を取得していない理由については、母親は「職場に育児休業の制度がなかっ

た（就業規則に定めがなかった）」が最も多く、次いで「その他」、「子育てや家事に専念

するため退職した」の順となっています。 

父親は「配偶者が育児休業制度を利用した」が最も多く、次いで「仕事が忙しかった」、

「職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった」の順となっています。 
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（10） 定期的な教育・保育事業の利用状況 

平日の定期的な教育・保育事業の利用状況については、「利用している」と回答した割

合は、今回調査では80.3％と、前回調査より8.2ポイント増加しており、女性就業率の上

昇による共働き世帯の増加が影響していると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（11） 平日に定期的に利用している教育・保育事業 

平日に定期的に利用している教育・保育事業については、「認定こども園」が最も多く、

次いで「認可保育所」となっています。「認定こども園」は増加傾向、「認可保育所」、「幼

稚園」は減少傾向となっています。 
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（12） 今後、平日に定期的に利用したい教育・保育事業 

今後、平日に定期的に利用したい教育・保育事業については、就学前児童、妊産婦と

もに、「認定こども園」が最も多く、次いで「認可保育所」、「幼稚園」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（13） 家庭内での子育ての状況 

主な子育ての担い手については、就学前児童、小学生ともに、「父母ともに」が６割以

上で、「主に母親」が約３割と「父母ともに」の方が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

（14） 配偶者（パートナー）の家事の協力状況 

妊産婦に尋ねた配偶者（パートナー）の家事の協力状況については、「よくする」が

64.6％、「時々する」が23.9％と８割以上の人が家事に協力しています。 
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（15） 地域の子育て環境の満足度 

地域の子育て環境の満足度については、「満足」、「まあまあ満足」を合わせると就学前

児童の６割以上、小学生の５割以上が『満足』と回答しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（16） 子育て観 

保護者の子育て観については、「楽しいと感じることの方が多い」、「どちらかといえば

楽しいと感じることの方が多い」を合わせると就学前児童、小学生ともに約９割が『楽

しいと感じることの方が多い』と回答しています。 
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第７節 今後の課題 

 

国・栃木県の動向や、こどもや子育て家庭を取り巻く環境の変化などを踏まえて、本市にお

ける今後のこども・子育て支援に関する課題を次により整理します。 

 

１ 少子化の対策に向けた取り組みの推進 

本市では、直近５年間の出生数が300人から400人の間で推移し、総人口も年少人口（０～14

歳）及び生産年齢人口（15～64歳）の減少が続いており、少子化が進行している状況です。婚

姻件数も減少傾向にあり、女性の未婚率が増加傾向で推移していることから、今後も少子化の

流れは続くことが見込まれます。 

少子化の進行に歯止めをかけ、人口の増加を図るための取り組みとして、安心してこども

を生み、育てることのできる環境の整備が求められます。そのためには、小児医療の充実、

母子保健の充実、健診などの機会を利用した様々な育児相談に対応できる体制を整えること

が必要です。 

また、子育てにおいては、民間企業の育児休業制度や短時間勤務制度の取得に対する理解、

地域住民による子育て支援など、行政のみならず、子育てに関わる地域・企業・学校など、

地域社会全体でこどもを育てる意識の醸成も重要となります。 

 

２ 子育てと仕事の両立に向けた取り組みの推進 

女性就業率の上昇に伴い、共働き世帯も増加していることから、子育てと仕事の両立に困

難を抱えている家庭が増加しています。 

育児休業を取得する男性の割合は増加傾向にあるものの、依然として低い状況にあり、職

場での育児休業制度の整備や働き方改革などを通じて、男性が育児しやすい職場環境の整備

を促進していく必要があります。 

調査結果によると、家庭内での子育ては「父母ともに」という人が６割以上、妊産婦の配

偶者（パートナー）が家事の協力を「よくする」という人も６割以上と家庭内での役割分担

は改善されてきています。男性も女性も仕事との両立を図りながら、安心して子育てを続け

ることができるよう、子育てと仕事の両立を支える保育サービスの充実を図るとともに、ワ

ーク・ライフ・バランスの考え方を、より一層、社会全体へと浸透させていくことが重要で

す。 
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３ 持続可能なサービス供給体制の確保 

本市における11歳までの児童数は今後も減少傾向が見込まれ、令和６年時点で約6,000人

の児童数が令和11年には約5,000人となることが予測されており、それに伴い幼児期の学校

教育や保育、地域の子育て支援の利用者数も将来的には減少していくことが見込まれます。 

その一方で、幼児教育・保育の無償化や、共働きの家庭の増加による家庭環境の変化等に

より、保育ニーズや放課後児童クラブの利用ニーズは今後も増加が見込まれます。生産年齢

人口の減少が確実視される状況下において、その幼児教育・保育や放課後児童クラブの担い

手の確保が困難になることが考えられるため、人材の確保と研修体制の充実などによる人材

の質の確保が最重要課題となります。 

 

４ こどもたちの健やかな成長を守るための取り組みの推進 

少子高齢化の進行、高度情報化に伴う情報格差、こどもの虐待やヤングケアラーなど、社

会的要因が複合的に重なることで、こどもたちが置かれている環境が多様化し、こどもや家

庭が抱える問題も多様化・深刻化している状況です。 

あらゆる問題を早期に発見し、適切に対応するためには、行政、保健・医療機関、学校な

どが連携したネットワークの構築が重要であり、様々な困りごとを抱えるこどもたち一人ひ

とりに応じたきめ細かな対応が求められています。 

いじめや不登校、児童虐待、子育ての孤立などの諸問題に適切に対応するため、相談体制

や支援体制の充実と周知、未然に防ぐための取り組みや、不登校などの理由で学校に行けな

いこどもたちの居場所づくりが重要です。 

 

５ こどもたちが夢と希望を持ち、健やかに育つ社会の実現に向けた取り組みの推進 

家庭環境は、子育てや教育に影響すると考えられていますが、子育てをめぐる家庭の状況

は、障害、疾病、虐待、貧困、外国籍の家庭など様々であるため、家庭の状況に応じた生活

支援、就業支援、養育費の確保など、経済的な支援策の充実による総合的な自立支援の推進

が求められています。 

家庭における環境は様々であっても、次代を担うこどもたちが、夢と希望を持ち、健やか

に育つ社会を実現することが重要です。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

第１節 基本理念 

本計画は、子ども・子育て支援法第 61 条第１項に基づく計画として、子ども・子育て支援法に

基づく基本指針に即して策定するものです。 

子ども・子育て支援法に基づく基本指針にある「子どもの育ちに関する理念」、「子育てに関す

る理念と子ども・子育て支援の意義」に即し、さらに、「第２期大田原市子ども・子育て支援事業

計画」を踏まえた理念を基本とします。 

子ども・子育て支援法に基づく基本指針では、こども・子育て支援は「こどもの最善の利益が

実現される社会を目指す」との考えを基本に、こどもの視点に立ち、こどもの生存と発達が保障

されるよう、良質かつ適切な内容及び水準のものとすることとされています。 

また、父母その他の保護者は、子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識を 

前提とし、家庭は教育の原点であり、出発点であるとの認識のもと、こども・子育て支援にまつ

わる環境を整備することは社会全体の責任とされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【子ども・子育て支援法に基づく基本指針－概要－】 

■子どもの育ち及び子育てをめぐる環境 

子育ての負担や不安、孤立感を和らげ、保護者が子どもと向き合って子育てができるよう社

会全体で支援していくことで、全ての子どもの健やかな育ちを実現することが必要である。 

■子どもの育ちに関する理念 

○乳幼児期、学童期それぞれの重要性や特性を踏まえた、発達に応じた適切な保護者の関わり

や、質の高い教育・保育、子育て支援の安定的な提供を通じた、子どもの健やかな発達を保

障することが必要である。 

○一人一人がかけがえのない個性ある存在として認められるとともに、自己肯定感をもって育

まれることが可能となる環境の整備が社会全体の責任である。 

■子育てに関する理念と子ども・子育て支援の意義 

〇子ども・子育て支援とは、保護者の育児の肩代わりではなく、地域や社会が保護者に寄り添

い、保護者が自己肯定感を持ちながら子どもと向き合える環境を整え、親としての成長を支

援していくことである。 

〇全ての子どもの健やかな育ちを保障するため、保育士等子どもの育ちを支援する者の専門性

の向上や、施設設備等の良質な環境の確保など、教育・保育及び子育て支援の質の確保・向

上が重要である。 

■社会のあらゆる分野における構成員の責務、役割 

社会のあらゆる分野における構成員が、全ての子どもの健やかな成長を実現するという社会

全体の目的を共有し、子どもの育ちと子育て支援の重要性に対する関心と理解を深めること

や、ワーク・ライフ・バランスが図られるような雇用環境の整備が必要である。 
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これらを踏まえ、少子化の動向や、こどもを取り巻く家庭や社会環境の変化を的確にとらえ、

こどもの成長にしっかりと向き合い、質の高い教育・保育や子育て支援の安定的な提供等を本

計画に的確に位置づけ、すべてのこどもの健やかな成長を保障していくこととします。 

さらに、子ども・子育て支援法の理念や意義に即した「第２期大田原市子ども・子育て支援

事業計画」の基本理念などの考え方を踏襲し、これまでの施策を継続するとともに、より一層

の支援に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画においても、以上を基本理念として継承し、こども・子育て支援施策を推進していき

ます。 

 

 

 

 

  

【基本理念】 
 

１ こどもの発達支援 

こどもが心身ともに健やかに育つように、こどもの最善の利益が実現される取

り組みを進めていきます。 

 

２ こどもとともに成長する親への支援 

すべての親が心身ともにゆとりをもち、子育てを通じて親自身も成長できるよ

うに支援していきます。また、次代の親となる若い世代がこどもを生み育てたい

と思えるように、乳幼児とのふれあいを通して、子育ての喜びや楽しさを経験で

きるように支援します。 

 

３ こどもが地域で育つ環境づくり 

家庭で安心して子育てできるように、地域全体で子育て家庭を支えていきま

す。子育て家庭が抱える不安感や負担感の軽減を図り、お互いが助け合いながら

子育てできる地域づくりとそのためのネットワークづくりを推進していきます。 
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第２節 キャッチフレーズ 

 

本計画においても、これまでと同様のキャッチフレーズを掲げ、基本理念のもとに実現して

いく本市のこども・子育て支援に対する姿勢を示すものとします。 

本市では、こどもが地域の中でたくましく育ち、また、すべての家庭が子育ての責任を自覚

し、親自身も子育てを通じて成長することができ、さらに地域では、子育てを社会全体で行う

ものとする共通認識のもと、子育てを支援していくという思いを、第１期計画から第２期計画

へ、そして今期の本計画へとつなぐキャッチフレーズとして「子育て環境日本一を目指して」

を掲げ、計画を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

第３節 基本目標 

 

本計画の推進にあたり、国から提示される基本指針等に沿って、教育・保育提供区域ごとに、

計画期間における「幼児期の教育・保育の量の見込み及び確保の方策」等を定め、すべての子

育て家庭のために、多様なニーズに応える教育・保育事業及び地域子ども・子育て支援事業を

提供していきます。また、５つの基本目標を設定し総合的にこども・子育て支援施策を推進し

ていきます。 

 

１ 地域における子育て支援の充実 

核家族化や、女性就業率の上昇による共働き世帯の増加などにより、子育て家庭が求める

支援も多様化する中、すべての子育て家庭のために、利用者のニーズを踏まえた子育て支援

の充実及び質的向上を図ります。 

また、地域の連帯感の向上や、子育てをする親同士の相談や交流の場の充実など、地域社

会が積極的に子育てをサポートする温かい地域づくりの形成を目指し、次代を担うこどもや

子育て家庭を地域全体で支え合うための地域住民による活動の輪を広げ、地域における子育

てを総合的に推進します。 

  

子育て環境日本一を目指して 
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２ 親とこどもの健康確保と健康づくり 

出産、育児は、未体験の連続であり、多くの親が不安や悩みを抱えています。身近な地域

の様々な人たちが親子をサポートできる環境を目指し、安心してこどもを生み育てることが

できる環境の充実、乳幼児に対する健康診査と事後指導や相談体制の充実、医療機関との連

携や協力を強化して小児救急医療体制の充実に努め、母子保健の推進を図ります。 

 

３ 支援が必要なこどもや家庭への支援 

すべてのこどもの人権が尊重され、身近な地域で自立した生活ができるよう、障害のある

こどもや、地域において孤立した家庭、ひとり親家庭など、支援を必要とするこどもや家庭

へのきめ細かな取り組みを推進します。 

 

４ こどもの健やかな成長を支える教育環境の整備 

こどもが心身ともに健やかに成長し、豊かな心を持った大人に育つよう、学校教育を充実

させるとともに、家庭や学校、地域社会の十分な連携のもとで、家庭や地域の教育力の向上

を図ります。 

また、こどもたちが、社会の変化に対応しながら自分で課題を見つけ、学び、考え、主体

的に判断し、問題を解決する「生きる力」を身につけられるよう、教育の充実を図るととも

に、こどもを取り巻く有害環境対策も推進します。 

 

５ こどもや子育て家庭を支援する生活環境の整備 

子育て家庭に配慮した企業の取り組みが促進されるよう、これまで以上に働きかけていく

とともに、働き方改革などを通じて、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）が実

現できる地域社会づくりを推進します。 

また、子育て家庭にやさしい地域の住環境、道路交通環境、公共施設等の整備を推進する

とともに、関係機関・団体等との連携を強化しながら、こどもや子育て家庭が安心して暮ら

すことのできる環境づくりを推進します。さらに、少子化の要因といわれる未婚化、晩婚化

の進行に歯止めをかけるため、結婚支援による家族づくりを応援します。 
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第４節 施策の体系 

 

基本理念に基づく基本目標の達成に向け、これまでの施策・事業の取り組みや、市民のニー

ズ等を踏まえ、施策の追加や事業の充実を図るため、次の施策体系により計画を推進していき

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標１．地域における子育て支援の充実 

 １．教育・保育サービスの充実 

２．地域における子育て支援サービスの充実 

３．地域におけるこどもの活動の場や機会の確保 

４．経済的負担の軽減 

基本目標２．親とこどもの健康確保と健康づくり 

 １．安心して出産できる環境づくり 

２．こどもや母親の健康の確保 

３．小児医療の充実 

基本目標３．支援が必要なこどもや家庭への支援 

 １．児童虐待防止対策の充実 

２．障害児やその家庭への支援施策の充実 

３．ひとり親家庭等への支援 

４．外国籍の家庭や外国につながるこどもへの支援 

基本目標４．こどもの健やかな成長を支える教育環境の整備 

 １．家庭や地域の教育力の向上 

２．「生きる力」を育む学校教育の推進 

基本目標５．こどもや子育て家庭を支援する生活環境の整備 

 １．仕事と子育ての両立を支援する環境の整備 

２．こどもの安全の確保 

３．子育てを支援する生活環境の整備 

４．家族づくりの支援 

 

 

【基本理念】 

１ こどもの発達支援 

２ こどもとともに成長する親への支援 

３ こどもが地域で育つ環境づくり 
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第４章 教育・保育提供区域における量の見込みと確保方策 

第１節 教育・保育提供区域の設定 

 

子ども・子育て支援法の規定に基づく教育・保育提供区域の設定については、保護者やこど

もが質の高い教育・保育及び子育て支援の提供を受けることができるよう、地理的条件、人口、

交通事情、生活行動などの社会的条件、現在の教育・保育の利用状況、教育・保育を提供する

ための施設の整備の状況などを総合的に勘案します。 

本市の現状として 

①現在の利用状況において、学区や行政区等の区域を越えた利用実態がある。 

②就業地域と生活地域は個人によって様々である。 

③市内全域へ自家用車による移動が可能である。 

④基盤整備が区域ごとの需要と供給で管理されるため、区域を細分化すると新たな事業への

参入の妨げとなる。 

このような状況から、本市の教育・保育提供区域は市全体を１区域として設定します。 

 

■本市における教育・保育提供区域 

区分／施設・事業名 区域 

教
育
・
保
育 

教育・保育施設 幼稚園、保育所、認定こども園 

市全体 

地域型保育事業 
小規模保育事業、家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業、

事業所内保育事業 

地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業 

① 時間外保育（延長保育）事業 

② 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

③ 子育て短期支援事業 

④ 地域子育て支援拠点事業 

⑤ 一時預かり事業 

⑥ 病児保育事業 

⑦ 子育て援助活動支援事業（ファミリーサポートセンター） 

⑧ 利用者支援事業 

⑨ 妊婦健康診査 

⑩ 産後ケア事業 

⑪ 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

⑫ 養育支援訪問事業 

⑬ 子育て世帯訪問支援事業 

⑭ 要支援・要保護児童支援事業 

⑮ 実費徴収補足給付事業 

⑯ 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 
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第２節 教育・保育施設の量の見込み及び確保方策 

 

国から提示される基本指針等に基づき、教育・保育提供区域ごとに、計画期間における「幼

児期の教育・保育の量の見込み（必要利用定員総数）」を定めることとされています。 

また、設定した「量の見込み」に対応するよう、教育・保育施設及び地域型保育事業による

確保の内容及び実施時期を設定します。 

子ども・子育て支援法では、保育の必要性を認定した上で利用施設を決定し、その施設に給

付費を支給する仕組みとなります（同法第 19 条）。その認定区分は次のとおりです。 

 

■認定区分 

区分 年齢 対象事業 対象家庭類型 

１号認定 満３歳～５歳 幼稚園、認定こども園 
専業主婦（夫）家庭、共働きで

あるが幼稚園利用の家庭 

２号認定 ３歳～５歳 保育所、認定こども園 共働き家庭等 

３号認定 ０歳、１歳、２歳 
保育所、認定こども園、 

地域型保育事業 
共働き家庭等 

 

 

■事業一覧 

事業 対象事業 

特定教育・保育施設 幼稚園、保育所、認定こども園 

特定地域型保育事業 

・小規模保育事業（定員６～19人） 

・家庭的保育事業（定員５人以下） 

・居宅訪問型保育事業 

・事業所内保育事業（事業所の従業員のこどもに加えて、地域の保育を

必要とするこどもの保育を実施するものに限る） 

従来型の継続幼稚園 
私学助成の幼稚園 

（こども・子育て支援制度以前の制度の継続を希望する幼稚園） 

※本市には、「従来型の継続幼稚園」はありません。すべて「特定教育・保育施設」へ移行しました。 
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各認定区分における教育・保育施設等の需要量と確保方策は以下のとおりです。 

 

単位：人 

  

 
１号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 
確保方策 

０歳 １歳 ２歳 

令
和
６
年
度 

対象児童数 1,310 329 372 395 

 

実績値 420 952 158 280 302 

令
和
７
年
度 

推計児童数 1,263 350 336 369 

 

量の見込み（広域利用を含む）（１） 420 888 153 228 250 

提

供

体

制 

特定教育・保育施設 440 1,040 150 241 289 

特定地域型保育事業   37 42 21 

認可外（企業主導型）   3 5 4 

他市町施設 60 60 5 10 10 

提供量総数（２） 500 1,100 195 298 324 

（２）―（１） 80 212 42 70 74 

令
和
８
年
度 

推計児童数 1,184 343 357 334 

・小規模保育事業 

１施設廃止予定 

量の見込み（広域利用を含む）（１） 394 832 150 243 226 

提

供

体

制 

特定教育・保育施設 440 1,040 156 247 289 

特定地域型保育事業   31 36 21 

認可外（企業主導型）   3 5 4 

他市町施設 60 60 5 10 10 

提供量総数（２） 500 1,100 195 298 324 

（２）―（１） 106 268 45 55 98 

令
和
９
年
度 

推計児童数 1,111 335 351 356 

 

量の見込み（広域利用を含む）（１） 369 781 147 238 241 

提

供

体

制 

特定教育・保育施設 440 1,040 156 247 289 

特定地域型保育事業   31 36 21 

認可外（企業主導型）   3 5 4 

他市町施設 60 60 5 10 10 

提供量総数（２） 500 1,100 195 298 324 

（２）―（１） 131 319 48 60 83 
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■教育施設の確保方策について 

市内の幼稚園は、令和２年度中にすべての施設が認定こども園に移行しました。 

利用定員が利用児童数を上回っていることから、ニーズ量に対する供給量は十分確保され

ているものと判断します。しかし、現在の利用状況を踏まえ、那須塩原市や近隣の市町に60

人の供給基盤を確保することとして調整を行いました。 

 

■保育施設の確保方策について 

第１期計画において、供給量の不足が予想される３号認定児童の対応を中心として、幼稚

園の認定こども園への移行や小規模保育事業の整備を行い、第２期計画では、供給量の維持

を第一に考え、公立保育所を中心とした受け入れ数の調整を行いました。 

第３期計画では、引き続き供給量の維持を第一として受け入れ数の調整を行います。また、

老朽化が著しい施設において、園児の安全確保及び保育環境改善を目的として改修等を行う

ための経費の一部補助を行い、保育の提供体制の維持を図ります。  

 
１号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 
確保方策 

０歳 １歳 ２歳 

令
和
10
年
度 

推計児童数 1,070 331 342 348 

 

量の見込み（広域利用を含む）（１） 356 752 145 232 235 

提

供

体

制 

特定教育・保育施設 440 1,040 156 247 289 

特定地域型保育事業   31 36 21 

認可外（企業主導型）   3 5 4 

他市町施設 60 60 5 10 10 

提供量総数（２） 500 1,100 195 298 324 

（２）―（１） 144 348 50 66 89 

令
和
11
年
度 

推計児童数 1,049 333 338 340 

 

量の見込み（広域利用を含む）（１） 349 737 145 230 230 

提

供

体

制 

特定教育・保育施設 440 1,040 156 247 289 

特定地域型保育事業   31 36 21 

認可外（企業主導型）   3 5 4 

他市町施設 60 60 5 10 10 

提供量総数（２） 500 1,100 195 298 324 

（２）―（１） 151 363 50 68 94 
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第３節 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み及び確保方策 

 

国から提示される基本指針等に基づき、計画期間における「地域子ども・子育て支援事業の

量の見込み」を定めることとされています。 

また、設定した「量の見込み」に対応するよう、確保の内容及び実施時期を設定します。 

 

１ 時間外保育（延長保育）事業 対象：０歳～５歳 

保育認定を受けたこどもが、やむを得ない理由により利用日及び利用時間帯以外の日及び時

間において、在園する保育所、認定こども園等で保育を実施する事業です。 

 

■現在の取り組み状況 

公立保育所２か所、私立保育所８か所、認定こども園１か所、小規模保育事業所５か所

の計16か所で、時間外保育（延長保育）事業を実施しています。 

 

■量の見込み及び確保の方策 

計画期間においては、利用実績をもとに事業量を見込んでおり、事業の性質上、定員の

設定はなく、在園児童への提供であることからニーズ量には対応できるものと考え、引き

続き事業を実施し、提供体制の確保に努めます。 

 

 
量の見込み（実人数：人） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み 233 223 216 210 207 

確保方策 

 
提供体制（人） 233 223 216 210 207 

施設数（か所） 15 15 15 15 15 

確保方策―量の見込み 0 0 0 0 0 

 

 
実施施設内訳（か所） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

保育所 9 9 9 9 9 

小規模保育事業 5 5 5 5 5 

認定こども園 1 1 1 1 1 
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２ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 対象：小学１年生～６年生 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後等

に、小学校の余裕教室、自治公民館等を利用し、適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全

な育成を図る事業です。 

 

■現在の取り組み状況 

それぞれの放課後児童クラブにおいて、施設設備、職員体制の状況により、可能な範囲

で児童の受け入れを実施しています。また、利用者の増加に対応するため、第２期計画期

間中において民間事業者の参入により、大田原地区に５クラブの開設を行い、黒羽地区で

１クラブの単位拡充を行いました。 

令和６年５月現在、公設民営13か所、民設民営15か所の合計28か所で1,477人の児童の利

用があります。 

 

■量の見込み及び確保の方策 

共働き世帯の増加により、教育・保育施設等と同様に多くのニーズが見込まれます。さ

らに、児童が身近な地域で容易に利用できることが必要であるため、小学校区ごとに事業

量を見込む必要があります。引き続き、既存の放課後児童クラブにおいて事業を実施する

とともに、既存の放課後児童クラブだけでは対応できない小学校区については、こども家

庭庁が策定した「放課後児童対策パッケージ」を踏まえ、民間事業者の参入も含め、量の

確保を進めることとします。 

なお、学校内で新規クラブを開設する際は、「放課後児童クラブ」と「放課後子ども教室」

を一体的、又は連携した施設の整備を推進し、教育委員会と調整も行っていくこととしま

す。 

 

【今後予定される学童保育館の整備拡充予定】 

令和９年度：親園小学校区内 民間事業者による新設検討 定員 40 名確保 

石上小学校区内 民間事業者による新設検討 定員 30 名確保 
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量の見込み（実人数：人） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み 1,392 1,383 1,332 1,274 1,217 

 

１年生～３年生 816 805 748 724 681 

４年生～６年生 576 578 584 550 536 

地区ごとの量の見込み 

大

田

原 

全学年 762 770 742 717 675 

 
１年生～３年生 457 449 419 407 374 

４年生～６年生 305 321 323 310 301 

金

田 

全学年 199 202 197 184 182 

 
１年生～３年生 104 108 101 95 90 

４年生～６年生 95 94 96 89 92 

親
園 

全学年 84 85 84 82 89 

 
１年生～３年生 50 54 49 52 55 

４年生～６年生 34 31 35 30 34 

佐

久

山 

全学年 22 20 19 15 14 

 
１年生～３年生 8 9 9 7 5 

４年生～６年生 14 11 10 8 9 

野

崎 

全学年 125 124 120 116 118 

 
１年生～３年生 78 81 76 74 75 

４年生～６年生 47 43 44 42 43 

湯

津

上 

全学年 70 63 62 56 52 

 
１年生～３年生 37 31 29 28 29 

４年生～６年生 33 32 33 28 23 

黒

羽 

全学年 130 119 108 104 87 

 
１年生～３年生 82 73 65 61 53 

４年生～６年生 48 46 43 43 34 

確保方策 

 
提供体制（人） 1,444 1,444 1,514 1,514 1,514 

施設数（支援単位数） 40 40 42 42 42 

確保方策―量の見込み 52 61 182 240 297 
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３ 子育て短期支援事業 対象：０～18 歳 

保護者の疾病等の理由により、家庭において養育を受けることが一時的に困難となったこど

もについて、児童養護施設等において、宿泊を伴う短期入所生活援助事業（ショートステイ事

業）や夕方から夜間にかけて預かりを行う夜間養護等事業（トワイライトステイ事業）にて、

短期的な預かりを行うことで、こどもや家庭への在宅支援の充実を図る事業です。 

 

■量の見込み及び確保の方策 

現在、ひとり親家庭や共働き世帯の増加等に伴い、ニーズが増加しています。事業の性

質上、市内及び近隣市町の児童福祉施設等への委託を中心に、ニーズに対応していきます。 

 

 

 
量の見込み（人日） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み 84 81 77 74 72 

確保方策 

 
提供体制（人日） 230 230 230 230 230 

施設数（か所） 5 5 5 5 5 

確保方策－量の見込み 146 149 153 156 158 
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４ 地域子育て支援拠点事業 対象：０歳～５歳 

就学前児童及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報

の提供、助言その他の援助を行う事業です。 

 

■現在の取り組み状況 

公設が６か所、民設が３か所の計９か所により実施しています。 

【子育て支援センター・つどいの広場・子育てサロン】 

公設：しんとみ子育て支援センター、つどいの広場トコトコ、つどいの広場さくやま、

子育てサロンかねだ、子育てサロンのざき、 

子育てサロンかわにし 

民設：ひかり子育て支援センター、子育て支援センターすくすくキッズ、 

ゆづかみ子育て支援センター 

 

■量の見込み及び確保の方策 

令和２～３年度については、新型コロナウイルス感染症の影響により、利用者が大きく

減少しました。令和４年度以降、利用者数は回復傾向にありますが、依然として利用者数

が少ない施設もあります。また、老朽化が進んでいる施設もあるため、施設の統廃合も踏

まえた効率的な施設運営を行い、利用者のニーズを的確にとらえ、民間事業者とも連携を

図りながら、乳幼児活動や相談事業の充実、妊婦（プレママ）対象事業の実施、交流・参

加型事業の充実など、子育て支援拠点事業の充実を進めていきます。 

 

 
量の見込み（人日／月） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み 528 517 521 511 506 

確保方策 

 
提供体制（人日/月） 528 517 521 511 506 

施設数（か所） 7 5 5 5 5 

確保方策－量の見込み 0 0 0 0 0 
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５ 一時預かり事業 

（１）一時預かり事業（幼稚園型） 対象：満３歳～５歳（１号認定） 

保護者の多様なニーズに対応するため、幼稚園・認定こども園に在籍する１号認定児につい

て、教育時間の前後や土曜日、長期休業日に預かり保育を実施することにより、子育て支援と

児童の福祉の向上を図るための事業です。 

 

■現在の取り組み状況 

市内認定こども園６か所で、一時預かり事業（幼稚園型）を実施しています。 

 

■量の見込み及び確保の方策 

事業の性質上、定員の設定はなく、現在のニーズには対応しているものと考えます。利

用実績からの量の見込みは僅かに減少していくことが想定されますが、保護者の多様なニ

ーズに対応するため、現在の提供体制の維持を図ります。 

 

 
量の見込み（人日） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み 15,214 14,262 13,383 12,889 12,636 

確保方策 

 提供体制（人日） 15,214 14,262 13,838 12,889 12,636 

 施設数（か所） 6 6 6 6 6 

確保方策－量の見込み 0 0 0 0 0 
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（２）一時預かり事業（幼稚園型を除く） 対象：０歳～５歳 

保護者の外出、急病、リフレッシュ等で、一時的に家庭での保育が困難となった乳幼児につ

いて、保育所等において、一時的に預かり保育の提供を行うことにより、子育て支援と児童の

福祉の向上を図るための事業です。 

 

■現在の取り組み状況 

公立保育所１か所、私立保育所７か所、認定こども園１か所と、トコトコおおたわら一

時保育センターで一時預かり事業を実施しています。 

 

■量の見込み及び確保の方策 

保育所等で実施する一時預かり事業を中心として、提供体制の確保を図るほか、トコト

コおおたわら一時保育センターでの一時預かり事業による提供体制も確保しています。 

 

 
量の見込み（人日） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み 2,073 1,984 1,926 1,870 1,843 

確保方策 

 
提供体制（利用者数） 19,861 19,817 19,905 19,900 19,993 

施設数（か所） 10 10 10 10 10 

確保方策－量の見込み 17,788 17,833 17,979 18,030 18,150 
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６ 病児保育事業 対象：１歳～小学６年生 

病気又は病気の回復期にある乳幼児及び児童を、集団保育が困難な期間において、保育施設

等の専用スペースで看護師等が一時的に保育を提供することにより、保護者の子育てと就労の

両立と、病児等の安静の確保を図るための事業です。 

 

■現在の取り組み状況 

病児保育事業には、病気の回復期に至らないものの、当面症状の急変が認められないこ

どもを預かる「病児対応型」、病気の回復期にはあるものの、集団保育が困難なこどもを預

かる「病後児対応型」、在園児に限り、保育中の急な体調不良などに対応し、保護者が迎え

に来るまで看護師等が専用スペースで保育する「体調不良児対応型」があります。 

市内には、すべての事業を実施する認定こども園が１か所、「病後児対応型」を実施する

私立保育所が１か所、「体調不良児対応型」を実施する私立保育所が２か所あります。 

 

■量の見込み及び確保の方策 

就労している保護者が、こどもが病気になったときに仕事を休めない場合があり、保護

者に代わって病気のこどもを保育する、病児保育のニーズが高まっています。病児等が安

心して過ごせる保育環境を整えるために、安全・安心な施設や保育体制づくりに努めます。 

 

 
量の見込み（人日） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み 3,821 3,685 3,517 3,379 3,264 

確保方策 

 提供体制（人日） 

  病児保育事業 3,821 3,685 3,517 3,379 3,264 

  
子育て援助活動支援事業 

（病児・緊急対応強化事業） 
0 0 0 0 0 

 施設数（か所） 

 

 

病児・病後児対応型 2 2 2 2 2 

 体調不良児対応型 3 3 3 3 3 

 非施設型（訪問型） 0 0 0 0 0 

確保方策－量の見込み 0 0 0 0 0 
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７ 子育て援助活動支援事業（ファミリーサポートセンター） 対象：０歳～小学６年生 

子育て中の保護者等を会員として、児童の預かり等の援助を受けることを希望する者と、援

助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡・調整を行う事業です。 

 

■現在の取り組み状況 

事務局を保育課内に設置し、会員（特に提供会員）の確保に向けて、民生委員への協力

依頼や市内施設等においての周知活動を実施しています。 

 

■量の見込み及び確保の方策 

事業の性質上、定員の設定はなく、ニーズには対応できるものと考えます。今後、活動

内容の充実により、様々な子育て家族のニーズに対応できる事業とするため、安定した提

供会員（育児の支援を行う者）の確保と人材の育成を進めます。また、事業のさらなる周

知と、手続き方法など利用者が使いやすい事業とする検討を行い、事業の拡大に努めます。 

 

 
量の見込み（人日） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み 565 545 520 500 483 

確保の方策 

 
提供体制（人日） 565 545 520 500 483 

施設数（か所） 1 1 1 1 1 

確保方策－量の見込み 0 0 0 0 0 
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８ 利用者支援事業 対象：こどもとその保護者及び妊婦 

妊婦や子育て中の親子が、身近な場所で必要な支援を円滑に利用できるように、情報提供、

相談、援助を行い、関係機関との連絡調整を行う事業です。 

 

■現在の取り組み状況 

本市では、妊娠・子育て中の保護者からの相談や事務手続きに対応するため、子育てに

関する窓口を一本化し、子ども幸福課において対応しています。 

 

■量の見込み及び確保の方策 

子育てに関するパンフレットの発行などによる情報提供を行うとともに、利用者支援事

業として、子ども幸福課で実施している利用相談業務に関する専用窓口を整えるなどで対

応していきます。 

 

利用者支援事業 
量の見込み（か所） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み 

 

基本型      

地域子育て相談機関      

特定型      

こども家庭センター型 1 1 1 1 1 

確保方策（か所） 

 

基本型      

地域子育て相談機関      

特定型      

こども家庭センター型 1 1 1 1 1 

確保方策－量の見込み 0 0 0 0 0 

 

妊婦等包括相談支援事業 
量の見込み（回） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み 1,050 1,029 1,005 993 993 

確保方策（提供体制）（回） 

 
こども家庭センター 1,050 1,029 1,005 993 993 

上記以外 0 0 0 0 0 

確保方策－量の見込み 0 0 0 0 0 
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９ 妊婦健康診査 対象：すべての妊婦（転入者含む） 

妊婦健康診査は、安全で安心な出産のために重要であることから、確実な受診を図ることを

目的に、妊娠・出産に係る経済的負担を軽減するために、妊婦健康診査費用の公費負担を実施

する事業です。 

 

■現在の取り組み状況 

本市では、産科医療機関における妊婦健康診査費用の公費負担を実施しています。 

 

■量の見込み及び確保の方策 

事業の性質上、すべての妊婦の受診を見込んでいます。引き続き産科医療機関等と連携

し、受診体制の確保と定期的受診を勧奨します。 

 

 
量の見込み（人回） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み（延べ受診者数） 4,200 4,116 4,020 3,972 3,972 
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１０ 産後ケア事業 対象：出産後１年以内の母子 

退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して子育てがで

きる支援体制の確保を目的として実施する事業です。 

 

■現在の取り組み状況 

県内の医療機関等と委託契約を結び、産後ケア事業を実施しており、令和７年度からは、

日帰り型、宿泊型に加えて訪問型も開始し、利用料の見直しを行う等利用しやすくしてい

ます。 

 

■量の見込み及び確保の方策 

近年、利用者数が増加していることを加味して事業量を見込んでいますが、複数の医療

機関等と契約していることから、ニーズ量には対応できるものと考えます。 

引き続き、医療機関や他自治体等と連携し、提供体制の確保に努めます。 

 

 
量の見込み（人日） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み 428 420 410 405 408 

確保方策 

 提供体制（人日） 428 420 410 405 408 

確保方策―量の見込み 0 0 0 0 0 
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１１ 乳児家庭全戸訪問事業 対象：生後４か月未満の乳児のいるすべての家庭 

生後４か月未満の乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環

境等に関する支援を行う事業です。 

 

■現在の取り組み状況 

市内の乳児（生後４か月未満）のいるすべての家庭に対し、訪問指導員や市の保健師が

自宅に訪問し、母子の心身の状況と養育環境の把握、子育てに関する情報提供、養育につ

いての相談等、必要な支援を行っています。 

 

■量の見込み及び確保の方策 

０歳児の将来推計結果から、すべての家庭への訪問を見込みます。引き続き、市での事

業実施を予定しており、訪問指導員の委嘱により、必要な事業量は確保できる見通しです。 

訪問結果により支援が必要と判断された家庭について、適宜、関係者によるケース会議

を行い、養育支援訪問事業をはじめとした適切なサービスの提供につなげていきます。 

 

 
量の見込み（人） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み（訪問乳児数） 365 360 355 350 350 
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１２ 養育支援訪問事業 対象：養育支援が特に必要な家庭（妊婦を含む） 

養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を行う

ことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業です。 

 

■現在の取り組み状況 

乳児家庭全戸訪問事業や乳幼児健診事業などで把握された養育支援が必要と思われる

家庭に、保健師、心理士、家庭相談員等が連携し家庭訪問を行い、養育に関する相談・支

援を実施しています。 

 

■量の見込み及び確保の方策 

利用実績を踏まえ、計画期間においては過去の実績と同等の事業量を見込んでいます。 

引き続き、乳児家庭全戸訪問事業の結果などから支援が必要な家庭の把握に努めるとと

もに、家庭相談員・保健師等の配置により、必要な事業量の確保に努めます。 

 

 
量の見込み（人日） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み 750 750 750 750 750 

確保方策 

 提供体制（人日） 750 750 750 750 750 

確保方策－量の見込み 0 0 0 0 0 
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１３ 子育て世帯訪問支援事業 対象：支援が必要な妊婦または乳児の養育者 

訪問支援員が、家事・子育てに対して不安・負担を抱えた子育て家庭、妊産婦、ヤングケア

ラー等がいる家庭の居宅を訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するとともに、家事・子育

て等の支援を実施することにより、家庭や教育環境を整え、虐待リスク等の高まりを未然に防

ぐ事業です。 

 

■現在の取り組み状況 

令和６年11月現在、２か所の事業者と委託契約を結び、支援が必要な妊婦や生後4か月未

満の乳児のいる家庭を訪問し、家事・育児支援を行う、「大田原市養育支援ヘルパー派遣事

業」として実施しています。 

 

■量の見込み及び確保の方策 

０歳児の将来推計は減少していきますが、利用実績を踏まえ事業量を見込んでいます。

引き続き関係機関と連携し、安心して妊娠・出産・子育てができるように提供体制の確保

に努めます。 

 

 
量の見込み（人日） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み 104 104 104 104 104 

確保方策 

 提供体制（人日） 104 104 104 104 104 

確保方策―量の見込み 0 0 0 0 0 
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１４ 要支援・要保護児童支援事業 

要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、調整

機関職員やネットワーク構成員（関係機関）の専門性強化と、ネットワーク機関間の連携強化

を実施する事業です。 

 

■現在の取り組み状況 

代表者会議は年１回開催、実務者会議は毎月開催しています。さらに、児童相談所、警

察、教育委員会等との連携を強化するため、実務者会議には各機関からの担当職員が出席

し、解決が困難な事例について検討や情報交換を実施するなど、児童虐待防止対策を実施

しています。また、個別ケースについても、関係機関との検討会議を随時開催しています。 

 

■量の見込み及び確保の方策 

 
量の見込み（回） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

要保護児童等対策地域協議会 

代表者会議の開催回数 
1 1 1 1 1 

実務者会議の開催回数 12 12 12 12 12 

 

 
 

１５ 実費徴収補足給付事業 

教育・保育給付認定保護者及び施設等利用給付認定保護者のうち、低所得で生計が困難であ

る世帯を対象に、保護者が支払うべき日用品・文房具、副食材料費等の実費徴収に係る費用の

一部を補助することにより、円滑な施設利用を図り、こどもの健やかな成長を支援するための

事業です。 

 

■現在の取り組み状況 

施設等利用給付の認定を受け従来型の幼稚園において給食の提供を受けている、低所得

世帯に該当する方を給付対象としています。市内には対象となる幼稚園がないため、市外

にある対象の幼稚園在園児を対象として給付しています。 
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１６ 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 対象：０歳～２歳 

保護者の育児不安の解消、育児負担の軽減等を図るため、就労要件などは問わず、月一定時

間までの利用可能枠の中で保育の提供を受ける事業です。 

 

■現在の取り組み状況 

同じ年齢のこども達が触れ合いながら、家庭では得られない様々な経験ができるよう、

また、育児不安など保護者の負担感の軽減等、多様な働き方やライフスタイルにかかわら

ない形での支援をするため、月一定時間までの利用可能枠の中で乳児等通園支援事業を実

施します。 

 

■量の見込み及び確保の方策 

０歳児から２歳児の将来の就学前児童数は減少が予測されていますが、子育ての不安や

悩みを抱えている保護者のニーズに対応できるよう、提供体制の確保に努めます。 

 

 
量の見込み（人日） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

０歳児 

 

量の見込み 6 6 6 6 6 

提供体制（人日） 6 6 6 6 6 

提供体制－量の見込み 0 0 0 0 0 

１歳児 

 

量の見込み 7 7 7 7 7 

提供体制（人日） 7 7 7 7 7 

提供体制－量の見込み 0 0 0 0 0 

２歳児 

 

量の見込み 7 7 7 7 7 

提供体制（人日） 7 7 7 7 7 

提供体制－量の見込み 0 0 0 0 0 
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第５章 こども・子育て支援施策の展開 

基本目標１ 地域における子育て支援の充実 
 

１ 教育・保育サービスの充実 

■現況把握 

◇令和元年10月より開始された幼児教育・保育の無償化の影響や、共働き世帯の増加、就

労形態の変化、核家族化の進行などにより、保育需要は増加傾向にあるとともに、多様

化しています。一方で、少子化を踏まえた将来的な需要を考慮する必要があるため、需

要に応じた通常保育の量の確保を行うとともに、一時預かり、時間外（延長）保育、病

児保育など、多様化する保育需要への対応が課題となっています。 

◇安心して子育てと仕事の両立ができるように、受け入れ体制の弾力化に加え、利用しや

すい保育サービスの提供、サービスの質の向上を図ることが必要です。 

◇老朽化が著しい施設では、園児の安全確保のため園舎の改修等が必要になります。 

 

■施策の方向 

◆保育需要に対応した適正なサービス量を確保します。 

◆保護者の就労形態の多様化や、疾病、育児疲れの解消等の理由による多様な保育需要の

高まりに対応するため、多様で良質な保育サービスの充実を図ります。 

◆老朽化に伴う園舎改修のため、経費の一部について補助を行います。 

 

■具体的な取り組み 

事業名 事業内容 担当課 

通常保育事業の充実 

保護者の労働や疾病などにより、保育を必要とする乳

幼児を保育所等で預かることにより仕事と家庭の両立

支援を図ります。 

産後休暇及び育児休業明けなど、出産後も働き続ける

ことができるよう乳幼児保育事業の充実を図ります。 

保育課 

延長保育事業の充実 

保護者の勤務形態の多様化等に対応するため、通常の

保育時間を超えて児童を預かる延長保育事業の充実を

図ります。 

保育課 

休日保育事業の推進 
日曜・祝日等の保育需要に対応するため、休日保育事

業の実施に努めます。 
保育課 

夜間保育事業の推進 
保護者の就労などにより、延長保育時間を超えて保育

を必要とする夜間保育事業の実施に努めます。 
保育課 

特別支援保育事業の充実 

保育の実施にあたり特別な支援を必要とする児童が、

集団保育を行うことで健やかな発達を促進できるよう

に、受け入れ体制の充実を図ります。 

保育課 
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事業名 事業内容 担当課 

一時預かり事業の充実 
保護者のリフレッシュ、疾病、冠婚葬祭等により、一時

的に保育が必要になる児童を預かる一時保育事業の充

実を図ります。 
保育課 

特定保育事業の推進 

パート就労や介護のため、週２、３日又は、午前か午

後のみなど必要に応じて利用できる特定保育事業の実

施に努めます。 

保育課 

子育て短期支援事業（トワ

イライトステイ）の推進 

保護者等の仕事が夜間になり、こどもの保育が困難な

場合に預かるトワイライトステイ事業の実施に努めま

す。 

子ども幸福課 

子育て短期支援事業（ショ

ートステイ）の推進 

一時的に家庭で養育できないこどもを短期間預かるシ

ョートステイ事業の実施に努めます。 
子ども幸福課 

病児保育事業（病児・病後

児・体調不良児対応型）の

充実 

病気の児童を一時的に保育するほか、保育中に体調不

良となった児童への緊急対応を行うことで、安心して

子育てができる環境整備に努めます。 

保育課 

認定こども園預かり保育

事業の促進（１号認定） 

教育時間終了後も園児を保育する預かり保育など、認

定こども園における１号認定こどもの子育て支援の取

り組みと促進に努めます。 

保育課 

認定こども園における地

域子育て推進事業の促進 

地域のこどもたちに、認定こども園の園庭・園舎の開

放や、親子交流事業など、認定こども園における子育

て支援の取り組みと促進に努めます。 

保育課 

教育・保育施設等の整備 

計画に基づく人口推計や利用希望をふまえ、受け入れ

基盤が不足する場合は、必要最小限の整備を行います。 

公立保育所については、市内の需要量の定数調整施設

として受け入れ体制を維持します。 

保育課 

老朽改修等への一部補助 

園児の安全性確保、保育環境改善を目的として、老朽

化が著しい教育・保育施設等の改修等を行うための経

費の一部について補助を行います。 

保育課 

乳児等通園支援事業（こど

も誰でも通園制度）の充実 

保護者の育児不安の解消、育児負担の軽減等を図るた

め、就労要件などは問わず月一定時間までの利用可能

枠の中で利用できる、乳児等通園支援事業の充実を図

ります。 

保育課 
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２ 地域における子育て支援サービスの充実 

■現況把握 

◇核家族化や近所付き合いの希薄化による、子育て家庭の孤立などの問題が懸念されます。 

◇子育ての負担感軽減や子育て家庭の孤立防止を目的として、こどもとその保護者の居場所

づくり、交流の場としての子育て支援センターの運営や、子育て情報の発信、子育て世代

包括支援センター（子育てコンシェルジュ）をはじめとした子育て・育児相談を実施して

います。 

◇核家族化の進行や親世代の高い就労意欲、就業形態の多様化、価値観の多様化などによ

り、多様な質・量両面の適切な子育て支援サービスが求められています。 

 

■施策の方向 

◆身近な場所でこどもと一緒に遊んだり、気軽に子育てに関する話しをしたりする、保護

者が「ほっ」とできる場の提供と、さまざまな機会を通じて子育てに関する正しい知識

の普及を図るとともに、いつでも気軽に相談できる場の提供に努めます。 

◆子育て中の親同士が気軽に交流できる場や機会の提供に努めるとともに、きめ細かな子

育て支援に向け、子育て支援活動の充実とネットワークづくりを推進します。 

◆インターネットなど各種情報媒体を活用し子育て情報の発信に努めます。 

◆就労中または就労を希望している保護者の多様なニーズに応え、通常保育の拡充ととも

に、多様な子育て支援サービスの充実を図ります。 

 

■具体的な取り組み 

事業名 事業内容 担当課 

ファミリーサポートセン

ター事業の充実 

子育ての援助を受けたい人と行いたい人を会員とする組

織により、保育所等への送迎、一時的な預かり保育等を

行うファミリーサポートセンターの充実を図ります。 

保育課 

地域子育て支援拠点事業

の充実 

地域において子育て親子の交流等を促進する子育て支

援拠点事業を推進することにより、地域の子育て支援

機能の充実を図り、子育ての不安感等を緩和し、こど

もの健やかな育ちを支援します。 

保育課 

子育て支援情報の充実 

新生児訪問や乳幼児健診、担当窓口等において、子育

て支援に関するパンフレットを配布するとともに、子

育てに関して必要と思われる情報の提供に努めます。 

あわせて、市のホームページにおける子育て支援情報

の充実に努めます。 

子ども幸福課 

子育てに関する意識啓発 

核家族化の進行や共働き世帯の増加等の中で、子育てを

地域で支えていくという意識の醸成を図るため、様々な

機会を通して子育てに関する意識啓発に努めます。 

子ども幸福課 

子育て支援ネットワーク

づくり 

地域での子育て支援を行う体制づくりをめざし、子育

てサポーターの養成やＮＰＯ法人の活用等による子育

て支援ネットワークづくりを推進します。 

保育課 
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３ 地域におけるこどもの活動の場や機会の確保 

■現況把握 

◇核家族化や共働き世帯の増加など就労形態の変化により、保育需要は就学前の児童に限

られたことではなく、放課後や夏休み等の長期休業期間の小学生においても高まってい

ます。 

◇放課後児童健全育成事業について、今後も共働き世帯の増加などが予測されるため、よ

り多くのニーズが見込まれます。 

 

■施策の方向 

◆こどもたちが安心して遊べる場、集まる場、交流できる場の充実に努め、地域で活動す

ることの楽しさを体感できる機会の充実を図ります。 

◆次代の担い手であるこどもたちが健やかに成長し、また親が子育てを通して成長してい

けるよう、学校や家庭、地域における学習機会や活動の場の充実、教育環境の向上を図

るため、関係機関による共有ネットワークづくりを進めます。 

◆共働き世帯等の「小１の壁」を打破するとともに、すべての就学児童が放課後等を安全・

安心に過ごし、多様な体験・活動ができるよう、施設・体制づくりを検討していきます。 

 

■具体的な取り組み 

事業名 事業内容 担当課 

放課後児童健全育成事業

（学童保育）の充実 

放課後や夏休み等の長期休業中に、昼間家庭に保護者

のいない児童の健全な育成を図るため、放課後児童健

全育成事業の充実を図ります。 

保育課 

地域活動における世代間

交流 

自治公民館、子ども会育成会などにおける地域のスポ

ーツ活動、伝統行事の伝承等を通じ、世代を超えた交

流を促進します。 

生涯学習課 

中高生の職場体験を通じ

た乳幼児とのふれあい 

支援 

教育・保育施設等において、中高生が乳幼児とふれあ

う機会となる職場体験を支援します。 
学校教育課 
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４ 経済的負担の軽減 

■現況把握 

◇保護者は妊娠・出産から、日々のこどもの成長を見守ることで、こどもを持つこの上な

い喜びを感じている反面、そのこどもたちが社会人として自立するまでの経済的負担に

対する不安が大きくなっています。 

◇本市では令和元年10月から幼児教育・保育の無償化が開始されたことに伴い、必要に応

じた事業の見直しを行ったうえで、児童手当の支給をはじめ、教育・保育施設等の利用

者負担の軽減、小中学校での給食費の補助などの各種援助、医療費や予防接種費用の助

成などを実施しています。 

◇本市の厳しい財政状況の中において、安心してこどもを産み育てることができる環境づ

くりに向けた経済的支援を、いかに効果的に実施できるかが課題です。 

 

■施策の方向 

◆安心してこどもを産み育てることができる経済的支援体制の確立に努めます。 

◆少子化への対応や健全な児童の育成のため、適正な経済的支援に努めます。 

 

■具体的な取り組み 

事業名 事業内容 担当課 

教育・保育施設等の利用者

負担額の軽減 

教育・保育施設等の利用者負担額を国の基準より軽減

して設定します。 
保育課 

各種手当の支給・医療費等

の助成 

児童手当、児童扶養手当、特別児童扶養手当、子宝祝

金等の支給やこども医療費、ひとり親家庭医療費、妊

産婦医療費等の助成により、子育て世帯の経済的負担

の軽減を図ります。 

子ども幸福課 

福祉課 

難病患者等福祉手当の 

支給 

栃木県では、難病患者等への各種医療費助成制度を実

施しており、市ではそれら制度における受給者証を交

付された者に対して、独自の難病患者等福祉手当を支

給します。 
※20歳未満：「小児慢性特定疾病医療費助成制度」 

 20歳以上：「難病医療費助成制度」、「特定疾患治療研究

事業」及び「先天性血液凝固因子障害等治療研究事業」 

福祉課 

公設学童保育館の保育料

減免 

公設の学童保育館利用者のうち複数の児童が同一施設

を利用している世帯に対し、保育料の多子世帯減免を

実施します。 

保育課 

小中学校の給食費の補助 

児童・生徒の給食費の一部を助成します。令和６年度

から助成内容を見直し原則保護者負担とし、一方で多

子世帯及び低所得世帯への支援を充実しました。 

教育総務課 

学校教育課 

予防接種費用の助成 

定期予防接種費用の全額助成の他、任意接種のうち市

が行政措置として行う法定外予防接種について、費用

の一部助成を継続して実施します。 

健康政策課 
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基本目標２ 親とこどもの健康確保と健康づくり 
 

１ 安心して出産できる環境づくり 

■現況把握 

◇妊娠・出産期は、母親の心身に大きな変化をもたらす時期であると同時に、母性や父性

を育てる時期です。また、こどもにとっては母体を通して栄養を与えられ、様々な刺激

を受け、人間として必要な機能が形成される大切な時期です。 

◇妊娠・出産期においては、妊婦は定期健診をしっかり受け体調管理に努めるとともに、

父母とその家族は出産育児の知識や技術を身につけ、親になる・新しい家族を迎えると

いう意識を持つことが重要です。 

◇働く女性の増加、晩婚化、晩産化などにより、高齢出産等のハイリスク妊婦が増えつつ

ある中で、妊娠中の健康管理及び出生後の育児支援の充実が必要となっています。 

 

■施策の方向 

◆妊娠届出時の相談面接に重点を置き、妊婦健診や妊娠中の健康管理等に関する情報提供

を行うほか、妊娠前からの啓発についても検討していきます。 

◆個別に支援が必要な妊婦への訪問指導等、きめ細やかな対応により、安心して出産育児

ができるよう支援に努めます。 

◆大田原市母子保健計画「愛あいプラン」に基づき、安心して出産できる環境の確保に努めま

す。 

 

■具体的な取り組み 

事業名 事業内容 担当課 

妊娠・出産・子育て期にわ

たる切れ目ない支援（こど

も家庭センター（母子保健

機能）） 

妊娠届をスタートに、妊娠・出産・子育て期にわたっ

て、助産師や保健師が支援します。また、産婦健康診

査（産後２週間、１か月）健診の実施により、産後う

つや虐待の予防に努めます。 

必要に応じて、サポートプランを作成し産前・産後サ

ポート事業、養育支援ヘルパー派遣事業、産後ケア事

業のサービスを提供します。 

子ども幸福課 

妊婦訪問・相談の充実 

地域の産科病院と連携し、若年妊婦、高齢妊婦等のハ

イリスク妊婦に対し訪問、相談を行い、出産・育児に

対する不安の解消に努めます。 

子ども幸福課 

不妊治療に対する支援 

不妊治療を受けている夫婦の経済的負担を軽減すると

ともに、少子化対策の推進を図るため、不妊治療費の

一部助成を継続して実施します。 

子ども幸福課 

マタニティマークの周知・

啓発 

母子健康手帳とともに、マタニティキーホルダー等を

配布することにより、交通機関での座席の譲り合い、

受動喫煙防止等、周囲の人達が妊産婦にやさしい環境

づくりに参加できるよう、マタニティマークの周知・

啓発に努めます。 

子ども幸福課 
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２ こどもや母親の健康の確保 

■現況把握 

◇こどもを安心して生み育てるためには、こどもはもちろん親の健康管理も重要です。 

◇幼い頃からの生活習慣が、成長していく過程で大きな影響を与えるため、食生活をはじ

め、運動習慣や規則正しい生活など、親子で好ましい生活習慣を築いていくことが大切

です。 

◇健康に関する保健分野においては、妊婦健康診査、乳幼児健康診査、育児相談など妊娠

中からの母子の健康管理や相談指導事業をはじめとする様々な母子保健事業を実施して

います。 

◇食に関すること自体への関心が低い保護者や、こどもの発達への見通しとそれに合わせ

た食の進め方に不安を抱えている保護者が増えています。生涯にわたって健康な生活を

送るためには、食事は重要であり、また食は人間形成と家族の関係づくりの基本でもあ

ることから、食への関心向上と望ましい食習慣を身に付けていくことが大切です。 

◇３歳児健診や小児生活習慣病予防健診の受診率は高いものの、精密検査については受診

率が低いことが課題です。 

◇感染症予防対策として、予防接種が効率的に行われるように普及啓発を図り、接種率の

向上に努めています。 

 

■施策の方向 

◆妊娠期からの成長段階に応じた母子保健事業を推進します。 

◆きめ細かな対応により、親の育児不安の軽減や育児の孤立を防止します。 

◆母子保健、医療、教育、福祉分野の連携と相談体制の充実を図ります。 

◆乳幼児期からの正しい食事の取り方や安全・安心な食生活、望ましい食習慣の定着を図

るため、食に関する学習の機会や情報の提供に取り組みます。 

 

■具体的な取り組み 

事業名 事業内容 担当課 

産婦新生児訪問の充実 

家庭訪問により、出産後の母体管理、乳幼児の発達の

状態、育児不安解消など状況に応じた保健指導の充実

を図ります。 

子ども幸福課 

新生児聴覚検査事業 

新生児の聴覚障害を早期に発見し、医療・療育につな

げることを目的として、大田原市に住所のある生後３

か月未満の新生児を対象に、5,000円を上限に公費助

成をします。 

子ども幸福課 

乳幼児健診と相談・家庭訪

問等による母子の健康 

づくりの推進 

乳幼児健康診査・相談・家庭訪問等により、母子の健

康管理や育児上必要な事項について助言し、育児不安

を解消することで、より良い育児ができるよう支援を

推進します。 

子ども幸福課 

小中学生の健康診査・相談

の充実 

保健・医療・福祉・教育など関係機関の連携により、

小中学生の健康の保持、増進を図ります。 
学校教育課 
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事業名 事業内容 担当課 

小児生活習慣病予防健診

と事後指導の充実 

市内の小学校５年生、中学校３年生を対象に小児生活

習慣病予防健診を実施し、学校保健と連携した、事後

指導・健康教育等を実施し、小児期からの生活習慣病

予防に取り組みます。 

子ども幸福課 

フッ化物洗口事業の推進 

市内すべての小中学校において、フッ化物洗口、むし

歯予防講話等を実施し、歯科保健向上のための対策を

推進します。 

子ども幸福課 

健康づくりリーダー連絡

協議会等の活動推進 

乳幼児期からの生活習慣病予防を視点に、行政と協働で

地域の健康づくりに主体的に取り組む「健康づくりリー

ダー」の育成に努めます。また、ライフステージの健康

課題について学びを深め、子育て支援や生活習慣病予防

活動など地域住民の健康づくりを推進します。 

健康政策課 

子ども幸福課 

食生活改善推進員の活動

推進 

乳幼児期からバランスの良い食生活やおやつの役割に

ついて、行政と協働で食を通した健康づくりを推進し

ます。 

健康政策課 

市民健康診査 

子育てする親が健康であるために、年齢に応じた健診

の受診機会を提供し、生活習慣病の予防や、がんの早

期発見に努めます。 

健康政策課 

予防接種の推進 

感染症予防対策として、定期接種及び市が行政措置と

して行う法定外予防接種の理解促進を図り、予防接種

の推進に努めます。 

健康政策課 

発達に問題を抱えるこど

もへの支援の充実 

発達に問題を抱えるこどもに対し、その子の特性に合

わせた適切な支援を継続的に推進し、さらに支援の充

実を図るため、国際医療福祉大学をはじめ関係機関と

の連携強化に努めます。 

子ども幸福課 

学校教育課 

食育の推進 

乳児期の授乳、離乳食の指導からスタートして、保育

所等や学校での給食への取り組み（旬を知る、安全な

食材、地場産物の活用）を充実させると共に、食に関

する学習や情報提供に取り組みます。 

子ども幸福課 

学校教育課 

教育総務課 

農政課 

食育教室の充実 

乳幼児の保護者や保育所等の園児を対象とした食育教

室において、バランスの取れた食事の指導・改善に取

り組み、小児生活習慣病の予防対策を図ります。 

子ども幸福課 

保育課 
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３ 小児医療の充実 

■現況把握 

◇少子化が急速に進む中、こどもの健やかな成長を支援するとともに、安心してこどもを

生み、健やかに育てることのできる環境をつくるためには、小児医療体制の充実と、そ

れに応じた医師の確保が必要となります。 

◇こどもには、急な体調の変化や突然のけがなど、救急の対応が必要な場合が多く起こり

ます。これに対応するため、休日や夜間の救急医療の整備及び充実が必要になります。 

◇関係機関との連携による小児救急医療体制の充実を図るとともに、緊急時の対処法や、

病気やけがなどの防止に関する啓発及び情報提供に努めてきましたが、今後も一層の充

実が必要です。 

 

■施策の方向 

◆地域の医療機関と連携しながら、こどもへの医療サービス体制の整備・充実を図ります。 

◆家庭における病気やけが等への初期対応能力の向上を図ります。 

 

■具体的な取り組み 

事業名 事業内容 担当課 

小児医療体制の充実 

県、近隣自治体、医療機関との連携・協力を図り、小

児初期・二次・三次の小児救急医療体制の充実に努め

ます。また、急な病気やけがに備えて、小児救急を含

めた「適正受診ガイド」チラシを作成し、広く配布し

周知を図ります。 

健康政策課 

病気や事故への適切な 

対応 

子育て支援施設や各種健康診査の場などにおいて、こ

どもの急な病気や不慮の事故の際の対応について、事

故防止パンフレットの配布や講習会等を開催します。 

子ども幸福課 
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基本目標３ 支援が必要なこどもや家庭への支援 
 

１ 児童虐待防止対策の充実 

■現況把握 

◇児童虐待が生じる背景には、保護者の育児に対する不安や負担感、日常生活におけるス

トレス、地域における子育て家庭の孤立による子育て機能の低下などが複雑に関与して

います。 

◇本市では、こどもへの虐待を防止し、健全な心身の成長を育むため、児童虐待の予防や

早期発見・早期対応など総合的な支援が図れるよう、子ども家庭総合支援拠点に資格を

有する専門職員を配置し、地域の関係機関や団体の代表者などで構成する要保護児童対

策地域協議会を中心とした関係機関等との連携により、地域全体が一体となって児童虐

待の防止に取り組む体制整備に努めています。 

◇親子を地域から孤立させないよう、地域の見守りに加え、交流や相談できる場の充実が

一層求められています。 

 

■施策の方向 

◆要保護児童対策地域協議会を活用し、関係機関と連携して虐待の早期発見・予防に努め

ます。 

◆関係機関を対象に児童虐待研修を開催し、虐待の早期発見に対応できるよう努めます。 

◆地域の見守りによる児童虐待の発生予防や早期発見について、積極的に働きかけていき

ます。 

◆養育支援の必要なこども、保護者、妊産婦について、各機関の機能に応じた役割分担を

行い連携して、有効な支援を積極的に図っていきます。 

 

■具体的な取り組み 

事業名 事業内容 担当課 

児童虐待防止ネットワー

クの充実 

教育・福祉・医療・警察などの関係機関で構成する「要

保護児童対策地域協議会」を活用し、児童虐待の早期

発見、早期対応に努めます。また、特定妊婦に対する

支援の充実に努めます。 

子ども幸福課 

児童虐待防止のための 

普及、啓発 

広報誌、ホームページ、ポスター等を通して児童虐待

未然防止等の周知、啓発を図ります。 
子ども幸福課 

相談体制の充実 
児童相談等の受理機関を市が担い、家庭相談員等の相

談体制の強化・資質向上に努めます。 
子ども幸福課 
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２ 障害児やその家庭への支援施策の充実 

■現況把握 

◇すべての子育て家庭が、穏やかで安定した暮らしの中で子育てしていくことが可能とな

るよう社会的な支援体制を充実する必要があります。 

◇本市では「大田原市障害者福祉計画」、「大田原市母子保健計画（愛あいプラン）」に基づ

き、乳幼児健康診査や保健指導などでの障害の早期発見から、早期療育支援に努めると

ともに、特別支援教育支援員を配した小中学校における特別支援教育など、障害児施策

を展開しています。 

◇障害や発達に特別な支援が必要なこどもが、身近な地域で安心した生活を送るためには、

障害に対する理解を深めるとともに、一人一人の多様なニーズに応じた支援体制が必要

となります。 

 

■施策の方向 

◆社会参加と自立を促進するため、発達段階や障害の程度に応じた療育・教育環境を確保

します。 

◆関係機関との連携により早期発見、早期療育に取り組みます。 

◆障害児を持つ保護者や家庭の負担の軽減を図ります。 

 

■具体的な取り組み 

事業名 事業内容 担当課 

相談・指導・支援の充実 
関係機関の連携により障害児の相談・指導・療育の充

実を図ります。 

福祉課 

学校教育課 

生活支援の充実 

在宅の障害児が療育訓練を受けられるよう、障害児通

所支援事業等の充実及び、施設で一時的に預かる短期

入所等の生活支援の充実を図ります。 

福祉課 

社会参加への促進 
福祉サービスの利用や関係機関との連携により就労や

外出等ができるよう支援します。 
福祉課 

放課後児童健全育成事業

における障害児や特別な

配慮を必要とする児童の

受け入れ推進 

放課後児童クラブにおいて、障害の程度に応じた児童

の受け入れ、虐待やいじめを受けた等、特別な配慮を

必要とする児童の受け入れを推進します。 

保育課 
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３ ひとり親家庭等への支援 

■現況把握 

◇母子家庭、父子家庭及び養育者家庭のひとり親家庭等について、一時期の増加傾向から

横ばいに転じてはいますが、今後も必要に応じた支援が重要となります。特に母子家庭

については、子育てをする上で経済的に不安定な状態である場合も多く、また身近に相

談相手がいないなど、家庭生活において多くの問題を抱えている場合があります。 

◇本市では、母子家庭や父子家庭のこどもの健全な育成を図るため、母子・父子自立支援

員を配置して相談体制を確立し、きめ細かな福祉サービスの展開と自立・就業の支援に

主眼を置いた、経済的支援を行っています。 

◇ひとり親家庭等からの相談件数は増加傾向にあり、相談内容についても複雑化していま

す。 

 

■施策の方向 

◆自立に向けた支援や相談体制の充実を図ります。 

◆ひとり親家庭等の暮らしの安定を支援するため、児童扶養手当等の経済的な援助制度の

普及に努めます。 

 

■具体的な取り組み 

事業名 事業内容 担当課 

県及び母子寡婦福祉団体

との連携の推進 

県及び母子寡婦福祉団体と連携し、自立・就業のため

の各種講習会、一般・専門弁護士相談、日常生活支援

事業等ひとり親家庭に対するきめ細かな支援策の展開

に努めます。 

子ども幸福課 

就業支援の推進 

ひとり親家庭の経済的な自立を可能にする就業機会を

確保し、早期自立を支援するため、公共職業安定所や

地域職業訓練センター等と緊密に連携し効果的な就業

支援を図ります。 

子ども幸福課 

相談体制と情報提供の 

充実 

子育てや生活、就労など、さまざまな分野の窓口とし

て、母子・父子自立支援員を配置し、相談体制の充実

を図ります。また、福祉施策・制度について関係機関

と連携し情報提供に努めます。 

子ども幸福課 

手当の支給・医療費の助成 
児童扶養手当の支給やひとり親家庭医療費助成によ

り、ひとり親家庭等の経済的負担の軽減を図ります。 
子ども幸福課 
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４ 外国籍の家庭や外国につながるこどもへの支援 

■現況把握 

◇本市における外国籍の人口は、令和２年４月から令和６年４月までの４年間で約7.4％

増加しています。 

◇本市の総人口に占める外国籍の人口の割合は約1.8％であり、全国及び栃木県と比べて

高くないものの、安心して学校生活を送ったり、必要な支援を適切に受けたりできるよ

う配慮する必要があります。 

◇本市では、外国籍の方の手続きや相談を円滑に行えるように対策を講じています。 

 

■施策の方向 

◆外国籍の方が、生活に関する情報を取得できる機会を提供します。 

◆日本語の理解が十分でない外国籍等の児童生徒に対し、日本語の習得や支援のために、

県が指定した外国人児童生徒教育拠点校に相談員を配置します。 

◆日本語を母語としない方へのボランティア活動を行う団体を支援します。 

◆外国籍等の保護者からの子育てに関する相談に応じられるよう、外国語に対応できる体

制を整えます。 

 

■具体的な取り組み 

事業名 事業内容 担当課 

外国籍の家庭への行政 

サービス情報の提供 

ホームページが６か国語に対応しており、外国人が安

心して暮らせるよう、多言語による行政サービス情報

の提供を行っています。 

情報政策課 

窓口における外国語対応 

主要窓口へ翻訳アプリをインストールしたタブレット

端末を配置しています。通知等の文章の翻訳や会話に

利用します。 

情報政策課 

外国籍の妊婦への支援 
外国人の妊産婦へ配布できる数種類の外国語版の母子

手帳を準備しています。 
子ども幸福課 

日本語指導職員派遣 
県が指定した外国人児童生徒教育拠点校に相談員を配

置し、日本語教育の充実を図っています。 
学校教育課 

ボランティアによる日本

語指導の支援 

大田原国際交流会と連携し、必要に応じてボランティ

アによる日本語指導を行うなどの支援を行います。 
政策推進課 

相談体制の充実 

大田原国際交流会及び黒羽国際交流会が窓口となり、

相談内容に応じたスタッフ・ボランティアによる対応

や、より専門的な機関等を紹介するなどの取り組みを

行います。 

政策推進課 
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基本目標４ こどもの健やかな成長を支える教育環境の整備 
 

１ 家庭や地域の教育力の向上 

■現況把握 

◇こどもを健やかに育てていくためには、地域ぐるみでこどもを見守ることが大切です。

そのためには、こどもに関わる家庭、学校、地域の連携を強化し、親同士が交流を深め、

地域のこどもの問題や子育てについての情報を交換し合い、こどもたちが活動しやすい

環境を整えることが必要です。 

◇居場所づくりや多様な体験機会の創出などの取り組みの継続と拡大に努めるとともに、

特に家庭や地域の教育力の向上を図ることで、こども、親、地域が一体となった健全育

成環境をつくることが必要です。 

 

■施策の方向 

◆こどもの発達段階に応じた家庭教育に関する学習機会や情報提供に努めます。 

◆地域の教育力の向上を図るため、学校と地域の交流拡大や地域の人材発掘と活用に努め

ます。 

◆こどもの学習に取り組む意欲を育みます。 

 

■具体的な取り組み 

事業名 事業内容 担当課 

家庭教育に関する学習 

機会の充実 

こどもの発達段階に応じた家庭教育の意義と役割につ

いて、保護者自身が学習する機会の充実及び情報提供

に努めます。 

生涯学習課 

地域における指導者の 

活動推進 

地域での子育て支援に携わる「家庭教育オピニオンリ

ーダー連絡会」の活動の推進を図ります。 
生涯学習課 
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２ 「生きる力」を育む学校教育の推進 

■現況把握 

◇情報技術の急速な進展や価値観の多様化、少子化や核家族化の進行により、従来、こど

もが地域や家庭での生活体験から体得すべき倫理観や規範意識が醸成されにくい状況と

なっています。 

◇幼児期の教育から義務教育へのスムーズな移行が求められています。 

◇基礎的・基本的な知識・技能の確実な習得とそれらを活用する学習活動の充実、学習意

欲や思考力、判断力、表現力等を育成することが求められています。 

◇情報通信技術（ＩＣＴ）を取り入れ、より豊富なデジタル教材を活用することにより、

一人一人の能力や特性に応じた学び（個別学習）、こども同士が教え合い学び合う協働的

な学び（協働学習）を推進しています。 

◇少人数授業や総合的な学習の時間、外部人材活用等による多様なプログラムを積極的に

取り入れることにより、学校教育におけるきめ細やかな指導を進め、児童生徒の知識・

技能・体力の向上を図っています。 

◇こどもに安全で豊かな学校環境を提供するため、「大田原市立小中学校再編整備に関す

る答申」に添った学校施設の整備を進めています。 

◇いじめや不登校、少年少女による凶悪犯罪の発生などが社会問題化してきており、改め

てこどもとの関わり方が問い直されています。 

 

■施策の方向 

◆豊富な体験活動をはじめ、教育活動全般を通して人間性や社会性を培うことによる「人

格の完成」に向けた取り組みを推進します。 

◆国際化・情報化などの急激な社会の変化にも主体的に対応できる力を身につけた児童生

徒の育成を図ります。 

◆生涯にわたる人間形成の基礎を培うために重要な幼児期においては、こどもの一人一人

に応じたきめ細やかな支援にあたります。 

◆幼児期の教育から義務教育への円滑な移行を図るため、教育・保育施設、小学校、家庭

及び関係機関相互の連携や全体のネットワークを強化します。 

◆いじめや不登校などに対するこどもからの相談に適切に対応できる相談体制の充実を

図ります。また、各校に配置された相談員の横断的連携の強化や関係機関等との連携に

よる相談・支援体制の充実を図ります。 

◆行政関係機関、ＰＴＡ等の地域住民の連携、協力により、こどもにとっての良好な環境

づくりを目指します。 
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■具体的な取り組み 

事業名 事業内容 担当課 

豊かな人間性の育成 

こどもの発育・発達段階に適した体験的学習活動等に

より、協調、思いやる心、感動する心を育めるように

道徳教育、福祉教育、人権教育等を通して豊かな人間

性の育成を図ります。 

学校教育課 

確かな学力の向上 

こどもが社会の変化の中で主体的に生きていくため、

きめ細やかな学習指導とＩＣＴ機器の導入により個別

学習・協働学習の推進を図り、確かな学力と学ぶ意欲

の向上に努めます。 

学校教育課 

健やかな身体の育成 

生涯にわたり運動やスポーツを実践する資質や能力を

身につけ、健康なライフスタイルを確立できるよう保

健教育、安全教育、食育等を通して健やかな身体の育

成を図ります。 

学校教育課 

スポーツ振興課 

保育課 

健康政策課 

幼児教育の充実 

幼児期にふさわしい教育環境を整備するため、幼児教

育に携わる教職員の資質の向上を図る研修を充実させ

るとともに、保育所・認定こども園・小学校間の連携

の推進を図ります。 

保育課 

学校教育課 

青少年の健全育成の推進 

書店やゲームセンター等への立ち入り調査を実施し、

青少年が有害情報に巻き込まれないような環境づくり

に努めます。 

学校教育課 

適応指導教室の充実 

不登校や学校不適応傾向にある児童生徒の精神の安定

を図り、自立を促し学校生活に適応できるよう適応指

導教室の一層の充実に努めます。 

学校教育課 

スクールカウンセラーの

活動推進 

家庭環境や学校での不適応により、精神的に不安定に

なった児童生徒に対し、カウンセラー等が学校訪問を

し、対話を通じて一人一人の心のケアを図る体制を充

実させます。 

学校教育課 

思春期保健対策の充実 

小学校６年生、中学校１・２・３年生に対し、助産師

による思春期健康教室を実施し、命の大切さ、豊かな

父性、母性を育み、思春期において、こどもが健やか

に成長できるよう支援します。 

子ども幸福課 

学校教育課 
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基本目標５ こどもや子育て家庭を支援する生活環境の整備 
 

１ 仕事と子育ての両立を支援する環境の整備 

■現況把握 

◇女性の社会進出が進み、共働き世帯が増えているなかで、結婚や出産を理由とした退職

や、再就職が困難となることがないよう、今後も環境の整備が重要となります。 

◇就労している女性が、結婚や出産をしても退職することなく職業生活と家庭生活を両立

していくために、これまでの仕事優先であった働き方を見直す（ワーク・ライフ・バラ

ンス）とともに、女性に集中していた育児や家事の負担を軽減するための環境づくりや、

職場での理解と協力などが必要となります。 

◇育児や家事、行事参加のための休暇取得、定時帰宅、早退などを子育て家庭の労働者が

気後れすることなく実行できる環境づくりや雰囲気づくりが求められており、そのため

の制度整備や、職場と家庭の理解と協力の啓発が必要です。 

◇今後も働き方改革などを通じて、働き方の見直しについての企業等への啓発活動や、男

性が育児に参加しやすい職場環境の整備などを進めていく必要があります。 

 

■施策の方向 

◆子育てと仕事が両立できるような職場環境づくりを促進します。 

◆出産、子育てのために退職した女性の再就職の支援に努めます。 

◆各種セミナーの開催、啓発資料の配布により、男女が家庭生活における責任と役割を共

に担うための意識啓発に努めます。 

◆父親も子育てや家事に参加しやすい環境づくりに努めます。 

 

■具体的な取り組み 

事業名 事業内容 担当課 

男女共同参画意識の醸成 

家庭、地域、職場等において、男女共同参画意識の浸

透が図れるよう努めるとともに、男女共同参画社会形

成の講座や講演会等の開催及び情報提供に努めます。 

政策推進課 

父親の育児参加への推進 
妊娠届や健診時の面接において、父子手帳等の配布や

面接相談を通して育児への積極的参加を推進します。 
子ども幸福課 

就業環境の整備促進 
事業主に子育て支援体制の必要性についての啓発を行

うとともに、育児休業制度等の周知を働きかけます。 
商工観光課 

再雇用制度の促進 

妊娠・出産・育児等を理由に退職した人の再就職を支

援するための情報提供を行うとともに、事業主に対す

る再雇用制度の周知を働きかけます。 

商工観光課 
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２ こどもの安全の確保 

■現況把握 

◇近年では、こどもが被害者となる事件や事故が多発しており、こどもの安全の確保が重

要課題となっています。 

◇こどもの交通事故を未然に防ぐため、交通事故防止のための看板の設置や学校等への横

断旗の配布、歩道の整備など、より良い交通環境の整備を進めています。 

◇交通教育指導員によるこどもや保護者を対象とした交通安全教育や交通一般指導員に

よる通学路での登校時の立哨指導を実施しています。 

◇自主防犯活動団体による防犯活動やこどもの下校時に合わせた防犯パトロール活動の

実施、メールによる防犯情報の配信や市ホームページへの掲載などを実施しています。 

◇こどもの安全を確保するために必要となる事件、事故、不審者等に関する情報を、市民

の隅々まで行き渡らせることができるよう警察や学校、自治会、その他各種防犯組織等

により構築されたネットワークをより積極的に活用していくことが求められます。 

◇こどもの安全確保を徹底するために、コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）

を効果的に活用するなど、さらなる人材確保が必要となります。 

■施策の方向 

◆こどもや保護者を対象に、学校や認定こども園、保育所での交通安全教育の実施を推進

し、こどもの交通事故防止に努めます。 

◆こどもの登下校時の交通事故防止に努めます。 

◆自治会、地域住民、行政、その他関係機関や関係団体などが連携して、地域ぐるみの防

犯体制を推進します。 

◆不審者情報など、いち早く関係機関に周知する必要があるものについては、情報の迅速

性を高めます。 

■具体的な取り組み 

事業名 事業内容 担当課 

こども110番「あんしん家」

の協力推進 

地域の協力によって設けられた「あんしん家」が不審

者に対して抑止力になっているため、今後も「あんし

ん家」と学校・警察等が連携、協力してこどもの安全

確保に努めます。 

学校教育課 

地域での見守り体制の 

充実 

学校・ＰＴＡ・地域ボランティアなどの街頭指導・防

犯パトロール活動のより一層の充実を図ります。 

学校教育課 

危機管理課 

交通安全教育の推進 

こどもが悲惨な交通事故に遭わないよう、学校や認定

こども園、保育所等で交通教育指導員による交通安全

教育の実施を推進します。また、児童等に交通安全教

育冊子を配布し、意識啓発に努めます。 

危機管理課 

学校教育課 

保護者に対する広報啓発 
こどもを交通事故から守るための保護者に対する広報

啓発を、広報媒体を通じて実施します。 
危機管理課 

未就学児が日常的に集団

で移動する経路の交通 

安全の確保 

認定こども園、保育所等と警察、道路管理者が連携し

て、在園施設の乳幼児が散歩で日常的に移動する経路

の点検を実施します。 

保育課 

道路課 

危機管理課 
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３ 子育てを支援する生活環境の整備 

■現況把握 

◇生活の賑わいや潤いを生み出す都市環境の形成を図るとともに、こどもや妊産婦をはじ

め、高齢者や障害者を含むすべての人が安心して歩ける道路や利用しやすい公園をはじ

めとする公共施設等の整備、維持管理を進めています。 

◇少子化の時代にあって、まちづくり全般において子どもの視点、子育て家庭の視点での

取り組みがなされ、まち全体で子育てを応援する気風の醸成が求められています。 

◇こどもから高齢者まで、多世代家族が支えあって、家族で子育てを支援する住宅環境の

整備を推進しています。 

◇本市は、路線バスとデマンド交通により地域公共交通の確保維持を行っていますが、通

学以外の利用者が少なく、自家用車の利用割合が高いため、「くらしの足」と「おでかけ

の足」を支える公共交通をつくることが課題です。 

◇大田原市空き家利用子育て世帯家賃補助金について、市の空き家バンクに登録される賃

貸物件が少ないため、対象世帯が制度を利用しにくいのが課題です。 

 

■施策の方向 

◆こどもや子育て世代にやさしい生活環境の整備に努めます。 

◆こどもやこどもとの外出にも安心して利用できる公共交通機関の利便性の向上に努め

ます。 

◆三世代同居のための住まいづくりを支援します。 

 

■具体的な取り組み 
 

事業名 事業内容 担当課 

歩道等のバリアフリー化 

こどもたちが安全に安心して通行することができる道

路環境を確保するため、歩道の設置を始め、歩道の段

差の解消や通学路の改良など道路の整備を推進しま

す。 

道路課 

ユニバーサルデザインの

推進 

公共施設のユニバーサルデザインの取り組みを推進し

ます。 

建築住宅課 

都市計画課 

子育てにやさしい環境の

整備 

公共施設、公園等において、子育て家庭が安心して利

用できる施設の整備を推進します。 

建築住宅課 

都市計画課 

公共交通機関の充実 
こどもやこどもとの外出にも安心して利用できる公共

交通機関の利便性の向上に努めます。 
生活環境課 

子育て世帯の定住促進 

空き家等情報バンク制度を利用して賃貸借契約を締結

した子育て世帯に対して、その家賃の一部を補助する

ことにより、空き家の有効活用と子育て世帯の定住等

を促進し、地域の活性化を推進します。 

建築住宅課 
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４ 家族づくりの支援 

■現況把握 

◇本市の婚姻件数は減少傾向にあり、未婚率は男女ともに年々上昇している現状にありま

す。 

◇未婚化、晩婚化は出生数減少の要因となり、少子化を進めることとなります。 

◇社会・地域全体で結婚に対する理解と認識を深め、結婚したいと思う男女が結婚しやす

くなるよう、出会いや交流の場づくりが求められています。 

◇未婚男女が結婚し、家族を形成しやすくなる環境の整備が求められています。 

 

■施策の方向 

◆結婚を希望する独身男女の出会いの場を提供し、結婚にいたる支援を進めます。 

◆結婚支援により独身者の結婚促進と定住促進を推進します。 

 

■具体的な取り組み 
 

事業名 事業内容 担当課 

婚活マスター認定事業 

結婚を希望する独身男女の出会いから成婚に至るまで

をボランティアで支援してくださる方を、大田原市婚

活マスターとして市長が認定しています。 

政策推進課 
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第６章 計画の推進に向けて 

第１節 推進体制の充実 
 

１ 推進体制の充実 

こども・子育て支援施策を総合的に推進するため、保育課、子ども幸福課を中心に庁内各

部門の連携体制を確保します。また、こどもや子育て支援にかかわる保健・医療・福祉分野、

教育分野とのネットワークの構築を進め、地域ぐるみでこども・子育て支援に取り組みます。 

 

２ 子育てをみんなで支える協働体制づくり 

本計画の実現に向けて、行政をはじめ、地域団体や企業、家庭等がそれぞれに役割を分担

し、連携、協力することが必要です。 

また、市民でなくても仕事やボランティアなどで本市にかかわりのある人を市民としてと

らえ、地域社会全体でこどもの健やかな成長を温かく応援する協働体制づくりを推進します。 

 

■行政の役割 

こども・子育て支援について広く市民に知らせるとともに、国や県、地域団体や家庭等

と連携、協力を図りながら、実施主体として計画を推進します。 

 

■地域の役割 

こどもの見守りや、様々なこどもや子育て家庭を対象とした事業に積極的にかかわりを

もち、ボランティア活動、ＮＰＯ活動などへの参加の拡大を図っていきます。 

 

■家庭の役割 

家庭は教育の原点であり、出発点であるとの認識のもとに、こどもを一人の人格をもっ

た人間として尊重し、子育てやしつけを行います。 

 

３ 計画の評価 

毎年、計画の進捗状況を把握し、年度ごとの関連事業の進捗状況を踏まえ、取り組みを評

価していきます。 

また、計画年度において、社会情勢等を考慮した上で、最新の情報に基づき事業の点検と

評価を行います。 
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第２節 教育・保育の一体的提供と体制の確保 
 

１ 認定こども園の普及に係る基本的考え方 

保護者が働いているか否かにかかわらず、就学前のすべてのこどもが教育・保育を一体的

に受けることのできる認定こども園を普及する国の方針に従い、令和２年度には、市内幼稚

園の認定こども園への移行が完了しました。また、新たな教育・保育事業者の参入にあたっ

ては、認定こども園としての整備意向を踏まえ、教育・保育の一体的提供と体制が確保でき

るよう取り組みます。 

 

 

２ 施設、事業者等との連携方策 

（１）教育・保育施設及び地域型保育事業者との連携 

教育・保育施設は、地域型保育事業者、地域子ども・子育て支援事業者等と連携し、

必要に応じ、保育の提供等に関する支援を行うこととします。地域型保育事業者は、満

３歳以降も適切かつ質の高い教育・保育を継続的に利用できるよう、教育・保育施設と

の連携を図ります。 

 

（２）幼稚園、認定こども園、保育所、小学校、放課後児童クラブなどの連携 

乳幼児期の発達は連続性を有しており、また、幼児教育は生涯にわたる人格形成の基

礎を培うために重要です。幼児期と学童期におけるこどもの育ちの連続性を確保するた

め、こどもの発達過程や健康状況等について、個人情報であることを十分に留意し、連

携機関との情報共有を図ります。また、教育・保育施設、小学校、放課後児童クラブの

交流や、保育教諭、保育士、教職員、放課後児童支援員など関係者による合同研修など

を積極的に行います。 

 

３ 産後休暇及び育児休業後における保育等の円滑な利用の確保 

保護者が、産後休暇や育児休業明けの希望する時期に、教育・保育施設等を円滑に利用で

きるよう、情報提供を行うとともに必要に応じて相談支援を行います。 

 

 

 


